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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】
１ 【主要な経営指標等の推移】

　
回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期
決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

(1) 連結経営指標等 　 　 　 　 　
売上高 (百万円) 105,408 118,139 126,665 110,041 89,180
経常利益 (百万円) 13,535 16,055 16,176 10,627 8,082
当期純利益 (百万円) 7,618 9,447 9,698 4,686 3,885
純資産額 (百万円) 54,077 63,938 71,423 71,853 75,946
総資産額 (百万円) 78,176 84,244 92,596 86,079 92,940
１株当たり純資産額 (円) 1,239.86 725.44 805.33 808.90 853.70
１株当たり当期純利益 (円) 169.89 108.42 109.72 52.89 43.84
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 168.06 107.17 109.26 52.86 43.80

自己資本比率 (％) 69.2 75.7 77.0 83.3 81.4
自己資本利益率 (％) 16.4 16.0 14.4 6.6 5.3
株価収益率 (倍) 30.7 19.5 16.1 22.4 43.7
営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,744 7,135 11,244 12,412 6,413

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,776 △2,533 △12,855 △4,182 △17,161

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,423 △1,115 △1,407 △2,092 △1,105

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 17,489 21,215 17,636 22,670 10,908

従業員数
［外、平均臨時
従業員数］

(名)
2,887
［659］

3,382
［652］

3,813
［656］

4,049
［450］

3,581
［357］

(2) 提出会社の経営指標等 　 　 　 　 　
営業収益 (百万円) 1,322 4,401 4,624 5,208 4,547
経常利益 (百万円) 349 2,335 2,507 2,245 1,039
当期純利益 (百万円) 271 2,521 2,456 2,215 952
資本金 (百万円) 3,243 4,060 4,595 4,681 4,681
発行済株式総数 (千株) 43,592 88,259 88,921 89,018 89,018
純資産額 (百万円) 42,508 44,882 45,960 46,226 46,922
総資産額 (百万円) 44,603 47,333 48,135 48,595 49,792
１株当たり純資産額 (円) 973.30 508.60 517.73 519.77 526.24
１株当たり配当額
(内、１株当たり
中間配当額)

(円)
 

(円)

36.00

(15.00)

22.00

(10.00)

23.00

(11.00)

13.00

(10.00)

10.00

(2.00)

１株当たり当期純利益 (円) 0.15 28.94 27.79 25.00 10.75
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 0.15 28.60 27.67 24.99 10.74

自己資本比率 (％) 95.3 94.4 95.2 94.8 93.7
自己資本利益率 (％) 0.7 5.8 5.4 4.8 2.1
株価収益率 (倍) 34,909.5 72.9 63.5 47.5 178.47
配当性向 (％) 24,122.7 76.3 82.9 52.0 93.1
従業員数
[外、平均臨時
従業員数]

(名)
15

［―］
67

［28］
70

［25］
112
［32］

122
［30］

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　従業員数は、就業人員数を表示しております。
３　平成18年４月１日付をもって株式分割(無償交付)１：２を行っております。
４　純資産額の算定にあたり、第45期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第
５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８
号)を適用しております。
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２ 【沿革】
年月 沿革

昭和38年２月 電子機器及びベアリング等の販売を目的として三住商事株式会社(資本金500千円)を東京都千代田区に
設立。

昭和40年７月 プレス金型用部品として、ノックピンを発売。

昭和42年１月 プレス金型用部品としてウレタンスプリングを発売。営業品目の主体を金型用部品におく。
昭和48年６月 中部営業所(現 名古屋営業所)を愛知郡日進町(現 愛知県日進市)に開設。

以後各地に営業所を開設、展開。
昭和52年１月 「プレス金型用標準部品」カタログを創刊。

昭和55年１月 業界情報・技術情報の提供を目的に情報紙「Voice」を創刊。

昭和56年４月 関西地区流通センターとして関西プラント(現 西日本流通センター)を兵庫県三田市に開設。

昭和60年５月 「プラスチック金型用標準部品(現 プラ型用標準部品)」カタログを創刊。

昭和62年９月 台北支店(日商三住商事)を台湾台北市に開設。

昭和63年２月 北米での金型用部品等の販売、日本への輸出を目的としてMISUMI USA, INC.(現 連結子会社)を米国イリ
ノイ州に設立。

昭和63年９月 「自動機用標準部品(現 FA用メカニカル標準部品)」カタログを創刊。

平成元年５月 株式会社ミスミに商号変更。

　 台湾での金型用部品等の販売、日本への輸出を目的としてMISUMI TAIWAN CORP.(現 連結子会社)を台湾
台北市に設立し、台北支店の業務を継承。

平成元年10月 欧州での金型用部品等の販売、日本への輸出を目的としてMISUMI (U.K.) LIMITED(現 MISUMI UK LTD.
(現 連結子会社))を英国ミドルセックスに設立。

平成３年４月 「研究開発用電子部品(現 FA用エレクトロニクス)」カタログを創刊。

平成３年８月 関西プラント(現 西日本流通センター)新社屋完成。物流の効率化を目指し自動仕分装置を設置。

平成５年７月 「金型加工用工具(現 Tool－DIRECT)」カタログを創刊。

平成６年１月 東京証券取引所市場第二部に上場。

平成６年４月 東南アジアでの金型用部品等の販売、日本への輸出を目的としてMISUMI SOUTH EAST ASIA PTE., LTD.
(現 連結子会社)をシンガポールに設立。

平成６年７月 「FA用加工部品(現 メカニカル加工部品)」カタログを創刊。

平成６年12月 開業医向け医材「NURSE HELP(現 PROMICLOS)」カタログを創刊(現 株式会社プロミクロス)。

平成７年６月 FAコンピュータ部品「コンピュータ＆ネットワーク部品(現 FA用エレクトロニクス)」カタログを創刊。

平成７年８月 香港・中国での金型用部品等の販売を目的とし、MISUMI E.A.HK LIMITED(現連結子会社)を香港に設立。

平成９年１月 タイでの金型用部品等の販売を目的として、MISUMI(THAILAND)CO., LTD.(現 連結子会社)をバンコクに
設立。

平成10年９月 東京証券取引所市場第一部に上場

平成11年５月 韓国での金型用部品等の販売を目的とし、MISUMI KOREA CORP.(現 連結子会社)をソウルに設立。

平成15年４月 ドイツに現地法人MISUMI EUROPA GmbH(現 連結子会社)を設立。

平成15年６月 上海に現地法人、SHANGHAI MISUMI PRECISION MACHINERY CO., LTD.(現 MISUMI(CHINA)PRECISION
MACNINERY TRADING CO., LTD.(現 連結子会社))を設立。

平成15年10月 上海に物流拠点としてＱＣＴ配送センターを開設。

平成16年５月 北米にてFAインチ単位カタログを発刊。
北米に物流拠点としてＱＣＴ配送センターを開設。

平成17年４月 駿河精機株式会社(現 連結子会社)と株式交換により経営統合し、株式会社ミスミグループ本社へ商号変
更、全事業を承継する株式会社ミスミ(現 連結子会社)を設立。

平成17年５月 広州に現地法人、スルガセイキ(広州)有限公司を設立

平成17年７月 広州に物流・生産拠点としてＱＣＴ配送センター、駿河広州工場を開設。
ポーランドに現地法人、SURUGA POLSKA Sp. z o. o.(現 連結子会社)を設立。
ベトナムに駿河ベトナム第２工場を増設。

平成17年８月 アトランタ(米国)に営業拠点を開設。

平成17年10月 タイに物流・生産拠点としてＱＣＴ配送センター、駿河タイ工場を開設。

平成18年１月 フランクフルトに物流拠点としてＱＣＴ配送センターを開設。

平成18年４月 株式会社ミスミの多角化事業を継承する株式会社プロミクロス(現 連結子会社)を設立。
平成18年８月 静岡県に三島精機株式会社(現 連結子会社)を設立。

平成18年９月 韓国に現地法人、SURUGA KOREA CO.,LTD.(現 連結子会社)を設立。

平成18年10月 マレーシアに営業拠点を開設。

　 韓国に物流拠点としてＱＣＴ配送センターを開設。

平成18年12月 ベトナムに営業拠点を開設。

平成19年２月 韓国に生産拠点として駿河韓国工場を開設。

平成19年４月 熊本県にマーケティングセンターとしてミスミＱＣＴセンター熊本を開設。

平成19年７月 ポーランドに生産拠点として駿河ポーランド工場を開設。

平成19年10月 神戸市に集合生産基地としてミスミ生産パークを設立。

平成19年11月 深セン(中国)に営業拠点を開設。

平成20年３月 株式会社ミスミの子会社として、株式会社ＳＰパーツ(現 連結子会社)の株式を全額譲受。

平成21年３月 インドに現地法人「MISUMI INDIA Pvt Ltd.」を設立。
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３ 【事業の内容】

当社グループは、株式会社ミスミグループ本社(当社)、連結子会社21社、非連結子会社３社、及び関連会社

２社で構成されております。なお、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 注記事項（セグメント情報）」

に記載のとおり、当連結会計年度より事業の種類別セグメントの区分を変更し、自動化事業、金型部品事業、

エレクトロニクス事業、多角化事業の４つの領域において事業を展開しております。

当社グループの事業に係わる位置付け及び事業の種類別セグメントとの関係は次のとおりであります。

　なお、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。

　

事業の名称 事業の概要 主要な取扱商品名 主要な子会社及び関連会社名

自動化事業

ＦＡ（ファクトリーオートメー

ション）などの生産システムの

合理化・省力化で使用される自

動機の標準部品（シャフト、

ブッシュ、リニアガイド、位置決

め部品、プーリー、アルミフレー

ム、ステージなど）をはじめ、高

精度の精密生産装置に利用され

る自動位置決めモジュール、光

技術関連の各種実験研究機器の

開発・提供と電子機器類のデジ

タル化に伴い変化する各種機器

生産現場への部材などを開発・

提供しております。

・シャフト

・ブッシュ

・リニアガイド

・位置決め部品

・プーリー
・アルミフレーム
・ステージ

等

 

株式会社ミスミ

駿河精機株式会社

(計22社)

 
 
 

金型部品事業

主に自動車、電子・電機機器分

野に金属塑性加工用プレス金

型、プラスチック射出成形用金

型に組み込む金型標準部品(パ

ンチ＆ダイ、スプリングガイド、

エジェクタピン、コアピン、ガイ

ド、リテーナなど)、精密金型部

品の開発・提供をしておりま

す。

・パンチ＆ダイ

・スプリングガイド

・エジェクタピン

・コアピン

・ガイド

・リテーナ

等

株式会社ミスミ

駿河精機株式会社

(計17社)

 
 
 

エレクトロニクス事業

各種自動機や検査・計測器をつ

なぐ接続用ケーブル、ハーネス、

コネクタ、計測・制御機器分野

における機器本体や周辺機器な

どの開発・提供をしておりま

す。

・接続用ケーブル

・ハーネス

・コネクタ

・計測・制御機器部品

等

株式会社ミスミ

(計11社)

 
 

多角化事業

機械加工用工具、開業医・動物

病院向け医療材料の開発・提供

をしております。

機械加工用工具

・エンドミル

・カッター

医療材料

・注射器

・シリンジ

等

株式会社ミスミ

駿河精機株式会社

株式会社プロミクロス

(計14社)
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事業の系統図は次の通りであります。
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　 (注)１ は、製品・商品、サービスの流れを表しております。

２　＊印は持分法適用関連会社、それ以外は連結子会社になります。

３　スルガセイキ(上海)有限公司は本来中国漢字でありますが、電子データでの表記が不可能なため、カタカナに

代えて記載しております。

４　本状況は、平成22年３月31日現在の企業集団の状況を記載しております。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の所有
又は被所有
割合(％)

関係内容 摘要

(連結子会社) 　 　 　 　 　 　

株式会社ミスミ
東京都
江東区

850百万
円

自動化
金型部品
エレクトロニクス
多角化(機械加工
用工具)

100.0役員の兼任　２名
(注)
４、５

株式会社プロミクロス
東京都
江東区

50百万
円

多角化(開業医・
動物病院向け医療
材料)

100.0役員の兼任　２名 　

株式会社ＳＰパーツ
茨城県
稲敷郡阿見町

99百万
円

自動化
100.0
(100.0)

当社グループの生産拠点
役員の兼任　２名

(注)２

MISUMI USA, INC.
米国
イリノイ州

4,900千
US$

自動化
金型部品

100.0
(100.0)

当社グループの代理店として、主とし
て北米・南米地区を担当。

(注)
２、４

MISUMI TAIWAN CORP.
台湾
台北

15,000千
NT$

自動化
金型部品

100.0
(100.0)

当社グループの代理店及び仕入先と
して、主として台湾地区を担当。
役員の兼任　２名

(注)２

MISUMI UK LTD.
英国
ミドルセック
ス

800千
£

自動化
金型部品

100.0
(100.0)

当社グループの代理店として、主とし
て英国地区を担当。
役員の兼任　１名

(注)５

MISUMI SOUTH EAST
ASIA PTE. LTD.

シンガポール
1,000千

S$
自動化
金型部品

100.0
(100.0)

当社グループの代理店として、主とし
て東南アジア・オセアニア地区を担
当。

(注)２

MISUMI E.A. HK 
LIMITED

中国
香港

8,000千
HK$

自動化
金型部品

100.0
(100.0)

当社グループの代理店として、主とし
て香港地区を担当。
役員の兼任　１名

(注)２

MISUMI (THAILAND)
CO., LTD.

タイ
ラヨーン

37,701千
THB

自動化
金型部品

100.0
(100.0)

当社グループの代理店として、主とし
てタイ地区を担当。

(注)２

MISUMI KOREA CORP.
韓国
ソウル

700百万
KRW

自動化
金型部品
エレクトロニクス

100.0
当社グループの代理店及び仕入先と
して、主として韓国地区を担当。
役員の兼任　２名

　

MISUMI EUROPA GmbH
ドイツ
シュワルバッ
ハ

6,500千
EUR

自動化
金型部品

100.0
(100.0)

当社グループの代理店として、主とし
て欧州地区を担当。

(注)
２、４

MISUMI (CHINA) 
PRECISION MACHINERY 
TRADING CO., LTD.

中国
上海

112,847千
RMB

自動化
金型部品
多角化(機械加工
用工具)

100.0
(100.0)

当社グループの代理店及び仕入先と
して、主として中国地区を担当。
役員の兼任　１名

(注)
２、４

MISUMI INDIA Pvt Ltd.
インド
プネ

258,833千
INR

自動化
金型部品

100.0
(100.0)

当社グループの代理店として、主とし
てインド地区を担当。

(注)
２、４

駿河精機株式会社
静岡県
静岡市清水区

491百万
円

自動化
金型部品
多角化(機械加工
用工具)

100.0
当社グループの生産拠点
役員の兼任　２名

(注)４

三島精機株式会社
静岡県
静岡市清水区

80百万
円

金型部品
100.0
(100.0)

当社グループの生産拠点
役員の兼任　２名

(注)２

SAIGON PRECISION 
CO., LTD.

ベトナム
ホーチミン

8,500千
US$

自動化
金型部品

100.0
(100.0)

当社グループの生産拠点
役員の兼任　１名

(注)
２、４

SURUGA USA CORP.
米国
イリノイ州

7,500千
US$

自動化
金型部品

100.0
(100.0)

当社グループの生産拠点
役員の兼任　１名

(注)
２、４

スルガセイキ(上海)
有限公司

中国
上海

73,509千
RMB

自動化
金型部品

100.0
(100.0)

当社グループの生産拠点
役員の兼任　１名

(注)２、
４、６
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名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業
の内容

議決権の所
有

又は被所有
割合(％)

関係内容
摘要
 

SURUGA (THAILAND) 
CO., LTD.

タイ
ラヨーン

77,000千
THB

自動化
金型部品

100.0
(100.0)

当社グループの生産拠点
役員の兼任　１名

(注)２

SURUGA POLSKA Sp. 
z o. o.

ポーランド
グダンスク

18,852千
PLN

自動化
100.0
(100.0)

当社グループの生産拠点

役員の兼任　１名
(注)
２、４

SURUGA KOREA CO., LTD.
韓国
京畿道

2,503百万
KRW

自動化
100.0
(100.0)

当社グループの生産拠点
役員の兼任　１名

(注)２

(持分法適用関連会社)
東京都
渋谷区

50百万
円

多角化(デジタルデ
ザイン関連ツール)

30.0

　 　

㈱マルチビッツ 　 　

ADS TECHNOLOGIES 
CO., LTD.

韓国
京畿道

1,500百万
KRW

自動化
33.3
(33.3)

役員の兼任　１名 (注)２

　 (注) １　主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

２　「議決権の所有又は被所有割合」欄は、すべて所有の割合であります。

「議決権の所有又は被所有割合」の欄の(内書)は間接所有であります。

３　有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４　連結子会社のうち特定子会社は、株式会社ミスミ、MISUMI USA, INC.、MISUMI EUROPA GmbH、MISUMI (CHINA)

PRECISION MACHINERY TRADING CO., LTD.、MISUMI INDIA Pvt Ltd.、駿河精機株式会社、SAIGON PRECISION

CO., LTD.、SURUGA USA CORP.、スルガセイキ(上海)有限公司、SURUGA POLSKA Sp.z o.o.であります。

５　株式会社ミスミについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を

超えております。

主要な損益情報等 ①　売上高 72,557百万円

　 ②　経常利益 9,293百万円

　 ③　当期純利益 5,614百万円

　 ④　純資産額 52,028百万円

　 ⑤　総資産額 63,628百万円

６　スルガセイキ(上海)有限公司の社名は本来中国漢字でありますが、電子データでの表記が不可能なため、カタ

カナに代えて記載しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成22年３月31日現在)

事業別セグメントの名称

国内 海外

合計
本社等
＊１

ミスミＱＣＴセンター
東日本流通センター
西日本流通センター

＊２

在外子会社
＊３

自動化事業
409
[83]

122
[83]

1,441
[12]

1,972
[178]

金型部品事業
394
[45]

54
[37]

627
[5]

1,075
[87]

エレクトロニクス事業
49
[3]

23
[16]

18
[0]

90
[19]

多角化事業
39
[29]

10
[7]

33
[1]

82
[37]

全社(共通)＊４
220
[36]

0
[0]

142
[0]

362
[36]

合計
1,111
[196]

209
[143]

2,261
[18]

3,581
[357]

(注) １　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[　]内に当連結会計年度の平均人員を外数で記載しております。

２　＊１：本社等は、当社と当社の関係会社である株式会社ミスミ、駿河精機株式会社、株式会社プロミクロス、三

島精機株式会社、株式会社ＳＰパーツの国内人員数を記載しております。

３　＊２：ミスミＱＣＴセンター、東日本流通センター、西日本流通センターは、当社の子会社である株式会社ミス

ミの各セグメントにわたり受注・物流を担っており、その部門に従事している人員数を記載しております。な

お、一概に人員数を振り分けることができませんので株式会社ミスミのセグメント別売上高の比率で按分し

ております。

４　＊３：在外子会社は、当社の子会社である株式会社ミスミと駿河精機株式会社の在外子会社の人員数とMISUMI

KOREA CORPORATIONの人員数を合算したものであります。なお、当該会社の集計方法は異なり、株式会社ミスミ

の在外子会社およびMISUMI KOREA CORPORATIONは、各セグメントにわたり受注・物流を担っており、一概に人

員数を振り分けることができませんので株式会社ミスミの在外子会社セグメント別売上高の比率で按分して

おります。一方、駿河精機株式会社の在外子会社は、各セグメントに従事している実人員数を記載しておりま

す。

５　＊４：全社(共通)として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属して

いるものであります。

　

(2) 提出会社の状況

(平成22年３月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

122
[30]

37.3 5.0 6,962,691

(注) 　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[　]内に当事業年度の平均人員を外数で記載しております。

　

(3) 労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国経済は、上半期を底として、下半期はアジアを中心とした新興国の景気

回復の影響などから輸出が増加し、輸出主導の景気回復局面を迎えました。2009年第３四半期の輸出伸び

率は前年度比＋5.0％となっており、これにより同時期のＧＤＰ成長率は前期比年率＋4.6％の高い伸び

率となりました。自動車・電子部品・鉄鋼・精密機械などを中心に、アジア向け輸出は前年度の第１四半

期に比べ＋18.9％、第２四半期＋12.8％、第３四半期には＋7.0％と伸び続けました。 

輸出の回復は製造業の設備稼働率の改善に大きく貢献し、鉱工業の実稼働率は2009年２月の48.1％か

ら同12月には67.0％まで回復しています。設備稼働率の回復に伴い、新規設備投資の水準も下げ止まりを

みせ始めています。今年度、機械受注（船舶・電力除く民需）は前年比△20％台の減少を続けていました

が、この下げ幅は12月に△1.5％、2010年1月には△1.1％となるなど、下げ止まりの様相を呈しています。 

このように当連結会計年度後半からアジア経済の回復を主因として、日本経済が緩やかに回復傾向に

向かう中、当社の顧客である機械製造業界では、輸出を主因とする増産対応、凍結していた投資の再開、環

境配慮型商品への移行など商品ラインの入れ換え、既存製造工程の合理化、アジア諸国などでの現地生産

の拡大などに注力しています。これら顧客のニーズに応えていくべく、当社は顧客の省力化を実現するイ

ンターネット受注システムの導入、製造・流通のさらなる合理化によるプライスダウン、顧客の設計コス

トを省く新商品開発、顧客の在庫圧縮を実現するさらなる短納期化、アジアなど海外における販売力の強

化などに取り組んでまいりました。このような取組の結果、下半期の売上高は前年同期比9.2％の増加と

なりました。 

通年の売上高では、上半期における需要減や国内における設備投資の回復の遅れにより、当社グループ

全体で19.0％の減収となりました。　

この結果、連結売上高は、891億８千万円、対前年同期比で208億６千万円（△19.0％）の減収となりま

した。利益面につきましては、営業利益は84億８百万円、対前年同期比で26億８百万円（△23.7％）の減

益、経常利益は80億８千２百万円、対前年同期比で25億４千４百万円（△23.9％）の減益、当期純利益は

38億８千５百万円、対前年同期比で８億円（△17.1％）の減益となりました。

　

事業の種類別
セグメントの名称

売上高 営業利益

前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

増減比
(％)

前連結会計年度
(百万円)

当連結会計年度
(百万円)

増減比
(％)

自動化事業 62,376 50,666△18.8 8,737 6,738△22.9

金型部品事業 28,424 22,760△19.9 1,354 746△44.9

エレクトロニクス事業 10,281 8,079△21.4 1,125 1,125△0.1

多角化事業 8,958 7,674△14.3 291 290 △0.3

全社・消去 － － － △492 △492 －

        合計 110,041 89,180△19.0 11,016 8,408△23.7
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・事業別セグメントの業績 

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりです。なお、当連結会計年度より「光関連事業」を「自動

化事業」に含め、前連結会計年度まで５区分であった事業の種類別セグメントを４区分に変更しており

ます。このため、当該セグメント区分の前期業績数値は、変更後の新たな区分を基準とした数値に置き換

えて表示しています

　　①　自動化事業　

自動化事業は、前年度に自動車・液晶・半導体関連といった主要顧客層すべてが大幅な生産調整に

入り、上半期においても新規投資の凍結・着工延期などの影響を大きく受けました。一方下半期より主

力顧客層である自動車関連がエコカー等を中心に回復がみられたほか、第８世代液晶パネル量産開始

や新型ＯＳ搭載のパソコン量産開始などの要因により液晶・半導体関連において設備投資が回復しま

した。これらの結果、売上高は年間合計では506億６千６百万円となり、前年同期に比べ117億９百万円

（△18.8％）の減収となりました。営業利益は急激な売上減少と円高の影響を受け、67億３千８百万円

となり、前年同期と比べ19億９千９百万円（△22.9％）の減益となりました。 

②　金型部品事業

金型部品事業も前年度より続いた自動車・弱電関連業界の生産調整、設備投資凍結の影響を受　　　け

ました。下半期から売上高は回復傾向にありますが、世界的な景気後退の深刻化にともない、プレス・

モールド事業ともに、海外事業においても売上減少の影響を受けました。第３四半期以降新拡販施策に

より受注は回復基調となったものの売上高は227億６千万円となり、前年同期に比べ56億６千４百万円

（△19.9％）の減収となりました。営業利益は引き続きコストダウンに注力しましたが円高の影響も

あり、前年同期と比べ６億７百万円（△44.9％）減益の７億４千６百万円となりました。

　　③　エレクトロニクス事業　

　エレクトロニクス事業は、上半期に半導体生産設備投資やシステム投資の減少・凍結の影響を大きく

受け、売上高は80億７千９百万円となり前年同期に比べ22億２百万円（△21.4％）の減収となりまし

た。一方今年度における新商品導入の効果もあり、営業利益は11億２千５百万円となりました。（前年

同期比０百万円の減少）

　　④　多角化事業

当社グループの多角化事業は、機械加工用工具関連事業（ツール事業部担当）、及び動物病院向け医

療消耗品関連事業（㈱プロミクロス）より構成されています。ツール事業については、主に上半期を中

心とした需要減の影響を受け、また医療消耗品関連事業においても景況感悪化の影響が遅れて現れた

ことにより、売上高は76億７千４百万円、前年同期に比べ12億８千４百万円（△14.3％）の減収となり

ました。この結果、営業利益は２億９千万円となりました（前年同期比０百万円の減少）。
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・所在地別セグメントの業績

　　①　日本

日本国内における需要は、上半期は自動車・液晶・半導体関連など主要顧客層すべてに渡り軟調

に推移しましたが、下半期になり輸出増による生産復調、新型モデル投入による新規設備投資の再開

などにより回復傾向にあります。外部顧客向け売上高は681億７千３百万円となり、前年同期と比べ

196億５千１百万円（△22.4％）の減収となりました。また営業利益については、94億８千７百万円

となり、前年同期と比べ22億２百万円（△18.8％）の減益となりました。

　　②　アジア諸国

アジア諸国においては、中国が前年度末を底としてV字型回復となるなど、今年度力強い成長がみ

られました。2009年度10－12月期中国のＧＤＰの増加が10.7％に達するなど、回復を達成しさらなる

成長が継続しています。堅調に成長を続ける中国経済はアジア全体に波及し、タイ、韓国、シンガポー

ルなどにおいてもＧＤＰは堅調な伸びをしめしました。 

 アジアにおける営業展開に注力してきた当社グループは、中国を中心としたアジア経済の成長の恩

恵を享受することができました。外部顧客向け売上高は153億８千９百万円となり、前年同期に比べ

６億２千５百万円（△3.9％）の減収となりました。一方利益面は７千９百万円の営業損失となり、

前年同期と比べ５億３千６百万円の減益となりました。

　　③　北米・南米

北米においては、2009年度７―９月期より景気は回復傾向に転じ、在庫変動を主因に同10―12月期

の実質米ＧＤＰ成長率は前年比年率＋5.7％となりました。機器・ソフトウェアの投資が増加し、景

況感に改善は見られますが、失業率は９％台後半と高い水準に高止まり、過剰生産能力が続いていま

す。このような中、展示会や雑誌広告等により「安価であり短納期により在庫圧縮できる」というミ

スミのメリットを訴求し続けた結果カタログ請求数は増加し、顧客数も今年度中頃より増加に転じ

ています。外部顧客向け売上高は33億８千１百万円となり、前年同期に比べ３億９百万円（△

8.4％）の減収となりました。一方営業損失については前年同期と比べ５千２百万円損益が改善し、

３億４千１百万円となりました。

　　④　ヨーロッパ

　欧州においては、景気回復の進捗はゆるやかであり、下半期になり再び成長は鈍化するなど、景気の

動向は一進一退を示しています。2009年度10―12月期のユーロ圏の実質ＧＤＰ成長率は前年度比＋

0.1％となり、南欧諸国経済への懸念などの不安材料が景況感に影響を与えています。 

　このような中、当社グループは積極的な拡販活動や、多言語対応などの施策に取組んでいます。全体

の売上高は22億３千５百万円となり、前年同期に比べ２億７千５百万円（△11.0％）の減収となり

ました。営業損失については２億７千７百万円となり前年同期と比べ４千１百万円の損益改善とな

りました。
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 (2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物の期末残高は、期首と比べ117億６千１百

万円減少し、109億８百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動によるキャッシュ・フローは、64億１千３百万円となり、前年同期に比べ59億９千９百万円減

少いたしました。この主な内訳は、税金等調整前当期純利益が77億７千７百万円、減価償却費及びのれん

償却費が26億１千６百万円、売上債権の増加額が50億６千万円、たな卸資産の減少が７億６千万円、仕入

債務の増加額が25億９千９百万円、法人税等の支払額が45億８千６百万円であります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動によるキャッシュ・フローは、171億６千１百万円の支出となり、前年同期に比べ、支出が129

億７千９百万円増加いたしました。この主な内訳は、有価証券の取得による支出が100億８百万円、有価証

券の売却及び償還による収入が110億５百万円、固定資産の取得による支出が38億２千２百万円、定期預

金の預入による支出が239億４千８百万円、定期預金の払戻しによる収入が96億１百万円であります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動によるキャッシュ・フローは、11億５百万円の支出となり、前年同期に比べ支出が９億８千７

百万円減少いたしました。この主な内訳は、長期借入金の返済による支出が５億６千１百万円、配当金の

支払額が４億４千３百万円であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。な

お、「第５ 経理の状況 １連結財務諸表等 注記事項（セグメント情報）」に記載のとおり、当連結会計

年度より事業の種類別セグメントの区分を変更しております。このため、前年同期比較については、前年

実績値を変更後の区分に組み替えて行っております。
　

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比増減率(％)

自動化事業 6,171 △25.30

金型部品事業 4,819 △29.21

エレクトロニクス事業 ― ―

多角化事業 202 △32.20

合計 11,194 △27.16

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　上記の金額には、連結子会社である駿河精機株式会社の連結生産実績を記載しております。

　

(2) 受注実績

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 受注高(百万円)前年同期比増減率(％)受注残高(百万円)前年同期比増減率(％)

自動化事業 6,935 △8.75 476 247.87

金型部品事業 5,132 △21.70 76 △58.98

エレクトロニクス事業 ― ― ― ―

多角化事業 203 △30.89 7 23.72

合計 12,271 △15.08 561 70.07

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　上記の金額には、連結子会社である駿河精機株式会社の連結受注実績を記載しております。
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(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比増減率(％)

自動化事業 50,666 △18.77

金型部品事業 22,760 △19.93

エレクトロニクス事業 8,079 △21.42

多角化事業 7,674 △14.34

合計 89,180 △18.96

(注) １　主な相手先の販売実績は、当該販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10に満たないため記載を省略し

ております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(4) 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比増減率(％)

自動化事業 28,910 △20.75

金型部品事業 15,259 △17.23

エレクトロニクス事業 5,063 △25.99

多角化事業 5,396 △15.13

合計 54,629 △19.80

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　上記の金額には、連結子会社である株式会社ミスミの連結仕入実績を記載しております。
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３ 【対処すべき課題】

当社グループは、各事業領域における継続的な成長を可能とするために、「事業」「戦略」「組織」

「業務」の４つの分野でビジネス展開上基本となる「ミスミ・コンセプト」を定めております。これら

の４つのコンセプトを融合することで、Ｑ（品質）、Ｃ（コスト）、Ｔ(時間）の革新を実現し、「創って、

作って、売る」という他社の追随を許さないユニークなビジネスモデルを速く回すことで、当社グループ

の事業を、国内のみならず世界的に展開しております。具体的な経営戦略として、今後も引き続き下記の

テーマに鋭意取り組んでゆく所存であります。 

　

(1) グローバル展開とウェブ戦略

当社は海外の事業展開に積極的に取り組んでおり、グローバルな流通経路の変革を目指しておりま

す。 

当社グループの営業展開の主力ツールであるカタログ販売を例にとると、８年前には、海外で発行さ

れている現地語カタログは韓国語版と英語版のみでしたが、2009年度にはフランス語版・イタリア語

版・チェコ語版が加わるなど、現在では12カ国・27種類となりました。 

 一方、ウェブにより顧客が容易に閲覧できる電子カタログの整備やこれに基づくウェブ受注体制の

拡充にも注力しております。2008年度（アジアの最後の二カ国は2009年度にまたがりました）に国内

外の全拠点において電子カタログ化が完了しウェブ受注体制が整いましたが、2009年度は電子カタロ

グを効率的に製作できるようになり、毎年の更新を容易に行うことができる仕組と体制が整いました。

国内のウェブ受注はこの８年間で全体の２割弱であったものから７割弱に拡大し、紙媒体受注と並ぶ

位置づけとなりました。 

海外における生産拠点については、８年前の３箇所から９箇所に増加、加えて物流拠点も８箇所と

なっており、製販一体のグローバル展開が実現しております。今後は更に、海外生産における生産効率

の向上、海外物流や商流の改善に取り組み、ミスミＱＣＴモデルによるコスト改善を実現してまいりま

す。

　

(2) 収益構造の改善 

前年度より深刻化した景気後退とそれに伴う受注量の減少により2009年度は大幅な減収となりまし

た。これに対応し当社では、①赤字・低収益商品の利益改善、②国際事業の収益改善、③受注・物流など

のオペレーションコスト削減、④不採算の「いわきファインテクノロジー事業」撤退、⑤駿河精機の構

造改革、⑥人件費の削減を進めてまいりました。

この結果、赤字・低収益商品の利益改善により、売上高が前年比約２割減収するなか営業利益率はわ

ずかな減少にとどまったほか、国際事業の収益改善、受注・物流オペレーションコスト削減も順調に進

みました。また「いわきファインテクノロジー事業」は予想コストを下回る形で終結し、また駿河精機

の構造改革なども着実に進んでいます。
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(3) 生産・調達システムの改善

ミスミは2005年４月に駿河精機を経営統合して以来、グループ内に生産機能をもつことで、「ものつ

くり」改革に邁進してきました。さらに2008年６月に製販一体の「企業体組織」発足によってミスミ

と駿河精機の連携をさらに強化し、同時に発足した「生産プラットフォームグループ」ではグループ

全体の生産改革を推進しています。2009年度は、駿河精機やＳＰパーツにおいて製造工程改善に取り組

んできました。こうして確立した改善手法は今後協力メーカーの工程改善に用いられる予定です。これ

らの改善活動は、ミスミＱＣＴ活動のうちのＣ(コスト）とＴ（時間）の改善を同時に達成することを

目的にしており、効果を見せ始めています。

一方、円高の進展と海外メーカーの競争力向上に対応し、海外からの調達強化にも取り組んでいま

す。2009年度はアジアを中心とした新規メーカー開発や調達部品の範囲拡大がなされました。このよう

に生産改善活動を強化する一方、向上する海外メーカーのコスト競争力を取り込むことにより、ミスミ

ＱＣＴ「高品質・低コスト・短納期」モデルを実現してまいります。

　

   (4) 組織の進化 

駿河精機との経営統合後、製販一体でグローバルな事業展開を図る当社グループにとって、迅速な意

思決定と製販一体の経営がより一層重要となっています。

このため、当社グループでは2008年６月、機械工業系事業については４つの「企業体」を、事業サ

ポート・インフラ機能については２つの「プラットフォームグループ」をそれぞれ発足させていま

す。この「企業体」は㈱ミスミ、駿河精機㈱などの法人格を超えて、ミスミの営業部門と駿河精機の製

造部門を一体として運営し、「創って・作って・売る」事業サイクルを早く回す「一気通貫体制」と

なっています。 

この取組を加速させグローバル展開をより進めるために、当社グループは2009年11月までにさらに

組織改編を行いました。「ＦＡ企業体」は分裂し、「ＦＡエレメント企業体」「ＦＡモーション企業

体」「ＦＡ国際企業体」の３企業体が新設されました。この組織改編により、迅速な意思決定によって

ＦＡ事業のさらなる拡大が目指せるようになったほか、ＦＡ国際事業戦略の横串機能の強化が実現し

ました。 

各企業体の企業体社長は複数の事業部を束ねる役割を担いますが、これら企業体社長・事業部門長

の多くは当社内部にて育成されてきた経営者人材であり、内部で鍛えられた人材が育つという流れが

できつつあります。 

またプラットフォームグループとしては、情報システム、ロジスティクス、コールセンターなどの機

能を持つ「事業プラットフォーム」とグローバル生産統括、ものつくり改革、生産技術開発を行う「生

産プラットフォーム」がありますが、2009年度には横断的に国際事業を推進する「国際事業推進本

部」が新たに立ち上がりました。

このように当社は、事業の拡大と共に常に組織を進化させてきました。しかし、①「スモール・イズ

・ビューティフル」の組織論に基づく「組織末端やたら元気」、②ビジネスプランを通じて少人数の

チームに「戦略的束ね」を効かす、③経営者的人材を育成していくというミスミ組織の３つの理念に

変わりはありません。 

当社グループは、独自のユニークな組織論を活かし、新しい形の日本的経営を創造し、実践すること

を目指しております。
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４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響

を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 特定業界の市場動向が業績に及ぼす影響について

当社グループは、主力の製造販売商品の自動化事業用部品および金型部品において、自動車・電機（液

晶・半導体を含む）業界を主要顧客としております。従って、当社グループの業績は上記業界の生産動向

ならびに設備投資動向の影響を受け、変動することがあります。

　

(2) 海外事業展開について

当社グループは、積極的に海外事業展開を図っておりますが、これは海外現地法人それぞれの組織体制

の確立、現地生産・調達計画の進捗状況や、現地における当社グループの認知度の浸透状況および為替

レートの変動、現地の政治的変動などにより大きな影響を受けます。事業の諸条件が計画通りに進捗しな

い場合、経費や設備投資などの先行支出の回収遅延により、当社グループ業績および財務状態に悪影響を

及ぼす可能性があります。

　

(3) 安全管理について

当社グループの事業の中には、商品不良その他欠陥（構成の物質の有害性の有無を含む）が発生した

場合、販売停止や被害者への補償など、経済的損失及び事業運営に対する風評被害拡大に発展する事業分

野もあります。

　

(4) 顧客情報の管理について

当社グループの営業形態はカタログ販売というデータベース・マーケティングの一形態であり、多く

の顧客事業の情報を扱っております。これらの情報が管理不手際等で流出した場合やコンピュータウィ

ルス・ハッカーなどにより流出した場合、大きな信用失墜・経済的損失につながるリスクを内在してお

ります。

　

(5) 自然災害の発生による影響について

大規模な地震やその他の自然災害が発生した場合、製品および商品の流通形態に支障をきたし、当社グ

ループの業績および財務状態に悪影響を及ぼす可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。

　

６ 【研究開発活動】

当社グループでは、経営基盤を損なわない範囲を見定めつつ、製造技術を保有する駿河精機株式会社が

核となった研究開発に取り組んでおります。

当社グループの当連結会計年度における研究開発費の総額は２億７千５百万円であります。その中で

研究開発活動は、関係会社及び各事業部の日常事業に関連し、且つ短期的な研究開発案件は各々の事業部

門が担当し、その他の案件は、技術開発本部が担当しております。

事業のセグメント別には、自動化事業においては、新規商品の開発及び生産性の向上を目的として１億

７千１百万円を支出し、金型部品事業においては、高精度・高付加価値化への事業拡大、生産性の向上を

目的として、１億３百万円を支出しております。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財務方針

当社グループは、高成長を図りつつ、かつ健全なバランスシートと十分な流動性を維持する経営を行っ

ております。安定した中長期的な成長のためにはフロントエンド（顧客サービス面）・バックエンド

（サプライヤー関係面）ともにミスミ・エクセレンスを高める努力を継続することが不可欠と考えてお

ります。財務面においては実質的な無借金経営を継続しながら、資産の膨張を抑え、効率的な経営を目指

すとともに、収益性・成長性の向上に努めてまいる所存であります。

　

(2) 財政状態の分析

(資産)

当連結会計年度末の総資産は、前年同期と比べ68億６千１百万円(8.0％)増加し、929億４千万円とな

りました。流動資産は77億６千９百万円(13.0％)増加し、673億５千４百万円となりました。これは主に

現金及び預金が増加した一方、売上高減少に伴い商品及び製品が減少したことによるものであります。

固定資産は、前年同期に比べ９億７百万円(△3.4％)減少し、255億８千６百万円となりました。有形固

定資産は、前年同期に比べ７億５千８百万円(5.8％)増加し、137億３千６百万円となりました。無形固

定資産は、前連結会計年度と比べ７千７百万円(2.2％)増加し、36億５千万円となりました。これは主に

ソフトウェアの取得と、のれん償却によるものであります。投資その他の資産は前年同期と比べ17億４

千３百万円(△17.5％)減少し、82億円となりました。これは主に投資有価証券の減少によるものであり

ます。

　

(負債)

負債合計は、前年同期と比べ27億６千７百万円(19.5％)増加し、169億９千４百万円となりました。流

動負債は前年同期と比べ32億７千１百万円(29.1％)増加し、145億３千万円となりました。これは主に

支払手形及び買掛金の増加によるものであります。また、固定負債は前年同期と比べ５億３百万円(△

17.0％)減少し、24億６千３百万円となりました。

　これらの結果、流動比率は4.6倍となり、継続して高い安全性を維持しております。

　

(純資産)

株主資本に評価・換算差額等及び新株予約権を加えた純資産合計は759億４千６百万円となりまし

た。これは主に当期純利益の増加に伴う利益剰余金の増加と、為替換算調整勘定の減少によるものであ

ります。

　これらの結果、自己資本比率は81.4％になり、自己資本当期純利益率は5.3％になりました。
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(3) 経営成績の分析

(売上高)

当社の顧客である機械製造業界では上半期における需要減の中、投資の見直し・延期を行う一方、製

造コストの一層の低減を図るべく商品ラインの入れ換え・既存製造工程の合理化に注力してきまし

た。当社はこれら顧客のニーズに応えていくべく、顧客の省力化を実現するインターネット受注システ

ムの導入、製造・流通のさらなる合理化によるプライスダウン、顧客の設計コストを省く新商品開発、

顧客の在庫圧縮を実現するさらなる短納期化、アジアなど海外における販売力の強化などに取り組ん

でまいりました。

このような施策の結果、上半期を中心に実需が大きく落ち込みを見せる状況にあって、当期の売上高

は前期比19.0％減の891億８千万円となりました。

　

(売上原価、販売費及び一般管理費)

売上原価は、前期比21.5％減の542億４千１百万円となり、売上高に占める割合は前期の62.8％から

60.8％となりました。売上総利益は、前期比14.7％減の349億３千８百万円となり、売上総利益率は前期

の37.2％から39.2％となりました。販売費及び一般管理費の割合は前期比11.4％減の265億３千万円と

なりました。売上高に占める販売費及び一般管理費の割合は前期の27.2％から29.7％となりました。こ

れらの結果、営業利益は前期比23.7％減の84億８百万円となりました。また、営業利益率は前期の

10.0％から9.4％となりました。

　

(営業外損益、特別損益)

営業外収益と営業外費用を純額にした営業外損益は、３億２千５百万円のマイナスとなりました。こ

れは主に、為替差損によるものであります。この結果、経常利益は前期比23.9％減の80億８千２百万円

となり、経常利益率は前期の9.7％から9.1％となりました。また、特別損失として減損損失、固定資産臨

時償却費などを計上した結果、税金等調整前当期純利益は前期比19.3％減の77億７千７百万円となり

ました。

　

(当期純利益)

当期純利益は、前期比17.1％減の38億８千５百万円となりました。売上高純利益率は前期の4.3％か

ら4.4％となりました。また、１株当たり当期純利益は、前期の52.89円に対して43.84円となりました。
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(4) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

営業活動によるキャッシュ・フローは、64億１千３百万円となり、前年同期に比べ59億９千９百万円減

少いたしました。この主な内訳は、税金等調整前当期純利益が77億７千７百万円、減価償却費及びのれん

償却費が26億１千６百万円、売上債権の増加額が50億６千万円、たな卸資産の減少が７億６千万円、仕入

債務の増加額が25億９千９百万円、法人税等の支払額が45億８千６百万円であります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、171億６千１百万円の支出となり、前年同期に比べ、支出が129

億７千９百万円増加いたしました。この主な内訳は、有価証券の取得による支出が100億８百万円、有価証

券の売却及び償還による収入が110億５百万円、固定資産の取得による支出が38億２千２百万円、定期預

金の預入による支出が239億４千８百万円、定期預金の払戻しによる収入が96億１百万円であります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、11億５百万円の支出となり、前年同期に比べ支出が９億８千７

百万円減少いたしました。この主な内訳は、長期借入金の返済による支出が５億６千１百万円、配当金の

支払額が４億４千３百万円であります。

　

(5) 経営者の問題認識と今後の方針

経営者の問題認識と今後の方針につきましては、「第２　事業の状況　３対処すべき課題」に記載のと

おりであります。

　

EDINET提出書類

株式会社　ミスミグループ本社(E02770)

有価証券報告書

 22/124



第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループ(当社および連結子会社)において、当連結会計年度中に実施いたしました設備投資等の総

額は38億６千３百万円であり、その各セグメント別の主なものは次のとおりであります。

自動化事業においては、主に生産能力増強のための設備投資を中心に21億６千万円の投資を行いました。

金型部品事業においては、主に生産性向上および高精度・高付加価値商品への生産能力増強を目的とし

た機械装置・備品及び建屋等の取得のため12億９千２百万円の投資を行いました。

エレクトロニクス事業においては、主にシステム強化等を目的として１億１千３百万円の投資を行いま

した。

多角化事業においては、システム強化等を目的として２億９千６百万円の投資を行いました。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

該当事項はありません。

　

(2) 国内子会社
　(平成22年３月31日現在)

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

その他 合計

株式会社
ミスミ

本社
(東京都江東区)

自動化
金型部品
エレクトロニクス
多角化
全社（共通）

本社施設・設
備、その他設備

273 ―
59

(421.47)
2,7093,042

295
 (37)

ミスミＱＣＴセンター
(東京都江東区)
他11拠点・営業所等

自動化
金型部品
エレクトロニクス
多角化

マーケティング
センター設備、
その他設備

49 ― ― 32 82
213
(18)

西日本流通センター
(兵庫県三田市)

402 ―
123

(3,002.10)
32 558

22
(48)

東日本流通センター
(神奈川県横浜市鶴見
区)

31 ― ― 80 111
26
(78)

ミスミ生産パーク
(兵庫県神戸市北区)

自動化
金型部品

生産用施設、その
他設備

2,179 68
1,751

(61,504.89)
0 3,999

―
(―)

株式会社
プロミクロス

本社
(東京都江東区)

多角化 その他設備 6 ― ― 166 172
14
(28)

株式会社
ＳＰパーツ

本社
(茨城県稲敷郡阿見町)

自動化
自動化製品生産
設備

376 217 ― 4 598
103
(31)

駿河精機
株式会社

本社工場
(静岡県静岡市清水区)
　他２工場

自動化
金型部品

自動化・金型部
品製品生産設備

86 423
1,741
(71,649)
[11,005]

1,7514,004
489
(63)

三島精機
株式会社

工場
(静岡県駿東郡清水町)

金型部品
金型部品製品生
産設備

49 51
56

(1,868.21)
1 159

36
(6)

(注) １　金額には消費税等を含んでおりません。

２　上記の内[　]は、事務所・工場等の賃借物件であります。

３　土地及び建物の一部を賃借しております。国内子会社の年間賃借料は865百万円であります。なお、賃借してい

るオフィスビルの土地の面積は記載しておりません。

４　帳簿価額「その他」は、器具備品・建設仮勘定及び無形固定資産の合計であります。

５　駿河精機株式会社の土地の賃借物件の内、3,626.1 ㎡は株式会社ミスミからの賃借物件であります。

６　従業員数の(　)は、臨時従業員数を外書きしております。

７　上記の他、連結会社以外からの主なリースの内容は、下記のとおりであります。
　

会社名
事業所名

(所在地)

事業の種類別

セグメントの名称
設備の内容 リース期間

年間リース料

(百万円)

リース契約残高

(百万円)

株式会社ミスミ
本社
(東京都江東区)

自動化
金型部品
エレクトロニクス
多角化

本社設備、
その他設備

２年～７年 4 7

駿河精機株式会社
本社工場
(静岡県静岡市清水区)
他２工場

自動化
金型部品

自動化・金型部品製
品生産設備

４年～７年 176 152

株式会社ＳＰパーツ
本社
(茨城県稲敷郡阿見町)

自動化
自動化製品生産設
備・その他設備

４年～７年 41 157
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(3) 在外子会社

(平成22年３月31日現在)

会社名
事業所名
(所在地)

事業の種類別
セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物及び

構築物

機械装置
及び運搬
具

土地
(面積㎡)

その他 合計

MISUMI USA,INC.
米国
イリノイ州

自動化
金型部品
エレクトロ
ニクス
多角化

その他設備

－ － － 6 6
88
(－)

MISUMI TAIWAN
CORP.

台湾
台北

－ － － 13 13
47
(2)

MISUMI SOUTH EAST 
ASIA PTE. LTD.

シンガポール 1 2 － 1 5
50
(－)

MISUMI E.A.
HK LIMITED

中国
香港

0 － － 0 0
0

(－)

MISUMI(THAILAND)
CO., LTD.

タイ
ラヨーン

67 3 － 17 88
100
(3)

MISUMI KOREA
CORP.

韓国
ソウル

8 5 － 21 35
71
(1)

MISUMI EUROPA
GmbH

ドイツ
シュワルバッ
ハ

12 10 － 24 47
65
(6)

MISUMI(CHINA)PRECISION
MACHINERY
TRADING CO., LTD

中国
上海

6 158 － 75 240
294
(5)

MISUMI India Pvt　LTD.　　
インド
プネ

－ 12 － 8 21
47
(－)

SAIGON PRECISION 
CO., LTD.

ベトナム
ホーチミン

自動化
金型部品

自動化・金
型部品製品
生産設備

225 1,750
－

[24,432]
18 1,994

1,098
(－)

SURUGA USA CORP.
米国
イリノイ州

－ 110
－

[948]
－ 110

25
(1)

スルガセイキ
(上海)有限公司

中国
上海

156 394
－

[7,539]
25 576

274
(－)

SURUGA(THAILAND) 
CO., LTD.

タイ
ラヨーン

105 119
69

(6,205)
5 300

56
(－)

SURUGA POLSKA 
Sp. z o. o.

ポーランド
グダンスク

自動化
自動化製品
生産設備

227 113
55

(21,000)
5 401

35
(－)

SURUGA KOREA 
CO., LTD.

韓国
京畿道

－ 31
－

[533]
3 35

11
  (－)

(注) １　金額には、消費税等は含まれておりません。

２　上記の内[　]は、連結会社以外からの事務所・工場等の賃借物件であります。

３　土地及び建物の一部を賃借しております。在外子会社の年間賃借料は282百万円であります。なお、賃借してい

るオフィスビルの土地の面積は記載しておりません。

４　帳簿価額「その他」は、器具備品・建設仮勘定及び無形固定資産の合計であります。

５　従業員数の(　)は、臨時従業員数を外書きしております

６　スルガセイキ(上海)有限公司の社名は本来中国漢字でありますが、電子データでの表記が不可能なため、カタ

カナに代えて記載しております。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当連結会計年度後一年間の設備投資計画(新設・拡充)は、 59億円であり、その主な内容・目的は下記

のとおりであります。

　

事業の種類別セグメント名称
投資予定額(百万円)

設備等の主な内容・目的 資金調達方法
国内 海外

自動化

4,780 1,120

国内及び在外子会社での生産・加

工能力向上及び拡充のための整備

導入、また、業務効率改善のための

ソフトウェアの導入及び改良

自己資金

金型部品

エレクトロニクス

多角化

合計 5,900 － －

(注) １　上記金額には、消費税は含まれておりません。

２　上記投資予定額には、リース契約の取得額相当額が含まれておりません。

　

(2) 重要な設備の除却等

特記事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 340,000,000

計 340,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成22年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年６月18日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 89,018,68489,118,884
東京証券取引所
(市場第一部)

(注)１、３

計 89,018,68489,118,884― 　

(注) １　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

２　提出日現在の発行数には、平成22年６月１日以降提出日までの間に新株予約権の権利行使によって発行された

株式は含んでおりません。

３　単元株式数は100株であります。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　新株予約権

１　株主総会の特別決議日(平成15年６月20日)

(1) 平成15年７月付与分

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,472 1,138

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 441,600 341,400

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,394(注４) 同左

新株予約権の行使期間
平成17年８月１日～
平成22年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 1,394
資本組入額　　　 　697

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 注３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

　

(2) 平成15年12月付与分

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 684 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 205,200 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,742(注４) 同左

新株予約権の行使期間
平成17年８月１日～
平成22年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 1,742
資本組入額　　　 　871

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 注３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、300株である。

２　①新株予約権割当を受けた者は、権利行使時においても、当社、子会社または関連会社の役員または従業員

として在籍していることを要する。但し、権利行使時において在籍していない場合といえども、退任も

しくは退職の日の翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限

り、権利を行使することができる。

②新株予約権割当を受けた者が死亡した場合、相続人が権利行使請求権を相続する。但し、相続後、権利を
行使する前に相続人が死亡した場合、当該相続人の権利行使請求権は消滅するものとする。

　　③新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。
④その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と当社、子会社または関連会
社の役員または従業員との間で締結する新株予約権付与契約に定めるところによる。

３　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
４　新株予約権発行後、株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、それにより
生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株を発行する場合(時価発行として行う公募増資
等、新株予約権及び新株予約権証券の行使により新株を発行する場合を除く。)は、次の算式により払込金
額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数
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２　株主総会の特別決議日(平成16年６月22日)

(1) 平成16年７月付与分

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 2,400 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 480,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,795(注４) 同左

新株予約権の行使期間
平成18年８月１日～
平成23年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 1,795
資本組入額　　　 　898

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 注３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

　

(2) 平成17年３月付与分

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,102 1,082

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 220,400 216,400

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,735(注４) 同左

新株予約権の行使期間
平成18年８月１日～
平成23年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 1,735
資本組入額　　　 　868

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 注３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、200株である。
２　①新株予約権割当を受けた者は、権利行使時においても、当社、子会社または関連会社の役員または　　従業

員として在籍していることを要する。但し、権利行使時において在籍していない場合といえども、退任
もしくは退職の日の翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限
り、権利を行使することができる。
②新株予約権割当を受けた者が死亡した場合、相続人が権利行使請求権を相続する。但し、相続後、権利を
行使する前に相続人が死亡した場合、当該相続人の権利行使請求権は消滅するものとする。
③新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。
④その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と取締役または従業員との
間で締結する新株予約権付与契約に定めるものとする。

　　３　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
４　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、それ
により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

　　また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株を発行する場合(時価発行として行う公募増
資等、新株予約権及び新株予約権証券の行使により新株を発行する場合を除く。)は、次の算式により払込
金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数
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株式会社　ミスミグループ本社(E02770)

有価証券報告書

 29/124



３　株主総会の特別決議日(平成17年６月23日)

(1) 平成17年７月付与分

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 2,445 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 489,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,785(注４) 同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日～
平成24年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 1,785
資本組入額　　　　 893

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 注３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

　

(2) 平成18年３月付与分

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 2,520 2,506

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 504,000 501,200

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,534(注４) 同左

新株予約権の行使期間
平成19年８月１日～
平成24年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 2,534
資本組入額　　　 1,267

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 注３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、200株である。
２　①新株予約権割当を受けた者は、権利行使時においても、当社、子会社または関連会社の役員または従業員

として在籍していることを要する。但し、権利行使時において在籍していない場合といえども、退任も
しくは退職の日の翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限
り、権利を行使することができる。
②新株予約権割当を受けた者が死亡した場合、相続人が権利行使請求権を相続する。但し、相続後、権利を
行使する前に相続人が死亡した場合、当該相続人の権利行使請求権は消滅するものとする。
③新株予約権の質入その他一切の処分は認めない。
④その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と取締役または従業員との
間で締結する新株予約権付与契約に定めるものとする。

　　３　新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。
　　４　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、そ
れにより生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株を発行する場合(時価発行として行う公募増資
等、新株予約権及び新株予約権証券の行使により新株を発行する場合を除く。)は、次の算式により払込金
額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数
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４　株主総会の普通決議日(平成19年６月21日)

(1) 平成19年７月付与分

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 2,800 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 280,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,219(注４) 同左

新株予約権の行使期間
平成21年８月１日～
平成26年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 2,219
資本組入額　　　 1,302

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 注３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

― ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。
２　①新株予約権割当を受けた者は、権利行使時においても、当社、子会社または関連会社の役員または従業員

として在籍していることを要する。但し、権利行使時において在籍していない場合といえども、退任も
しくは退職の日の翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限
り、権利を行使することができる。
②上記①以外の新株予約権の行使の状況については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会におい
て定めるものとし、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する新株予約権付与契約に定め
るものとする。

３　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。
４　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、それ
により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
　　また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合
　　は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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５　取締役会の決議日(平成19年12月17日)

(1) 平成20年１月付与分

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 350 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 35,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,027(注５) 同左

新株予約権の行使期間
平成22年２月１日～
平成27年１月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 2,027
資本組入額　　　 1,167

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 注３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

注４ ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。
２　①新株予約権割当を受けた者は、権利行使時においても、当社、子会社または関連会社の役員または従業員

の地位にあることを要する。ただし、権利行使時において当該地位に存しない場合といえども、退任日
または退職日の翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限り、
権利を行使することができる。
②上記①以外の新株予約権の行使の条件については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会に基づ
き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるものとする。

３　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。
４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転
（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日
において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場
合につき、組織再編成行為時に定める契約書または計画書等に定めた場合には、それぞれの組織再編成行
為時に定める契約書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イからホま
でに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。
この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。

５　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、それ
により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、
次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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６　株主総会の普通決議日(平成20年６月20日)

(1) 平成20年７月付与分

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 4,000 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 400,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 2,073(注５) 同左

新株予約権の行使期間
平成22年８月１日～
平成27年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 2,073
資本組入額　　　 1,180

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 注３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

注４ ―

　　(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。
２　①新株予約権割当を受けた者は、権利行使時においても、当社、子会社または関連会社の役員または従業員

の地位にあることを要する。ただし、権利行使時において当該地位に存しない場合といえども、退任日
または退職日の翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限り、
権利を行使することができる。
②上記①以外の新株予約権の行使の条件については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会に基
づき、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるものと
する。

３　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。
４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転
（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日
において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場
合につき、組織再編成行為時に定める契約書または計画書等に定めた場合には、それぞれの組織再編成行
為時に定める契約書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イからホま
でに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。
この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。

５　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、それ
により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、
次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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７　取締役会の決議日(平成20年11月19日)

(1) 平成20年12月付与分

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 770 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 77,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,576(注５) 同左

新株予約権の行使期間
平成23年１月１日～
平成28年12月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 1,576
資本組入額　　　 　832

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 注３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

注４ ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。
２　①新株予約権割当を受けた者は、権利行使時においても、当社、子会社または関連会社の役員または従業員
の地位にあることを要する。ただし、権利行使時において当該地位に存しない場合といえども、退任日ま
たは退職日の翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限り、権利
を行使することができる。
②上記①以外の新株予約権の行使の条件については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会に基づ
き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるものとする。

３　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。
４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転
（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日
において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場
合につき、組織再編成行為時に定める契約書または計画書等に定めた場合には、それぞれの組織再編成行
為時に定める契約書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イからホま
でに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。
この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。

５　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、それ
により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、
次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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８　株主総会の普通決議日(平成21年６月18日)

(1) 平成21年７月付与分

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 4,860 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 486,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,432(注５) 同左

新株予約権の行使期間
平成23年８月１日～
平成28年７月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 1,432
資本組入額　　　 　852

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 注３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

注４ ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。
２　①新株予約権割当を受けた者は、権利行使時においても、当社、子会社または関連会社の役員または従業員

の地位にあることを要する。ただし、権利行使時において当該地位に存しない場合といえども、新株予
約権者が、上記新株予約権の行使期間の開始後に退任または退職した場合には、退任日または退職日の
翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限り、権利を行使する
ことができる。
②上記①以外の新株予約権の行使の条件については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会に基づ
き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるものとする。

３　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。
４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転
（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日
において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場
合につき、組織再編成行為時に定める契約書または計画書等に定めた場合には、それぞれの組織再編成行
為時に定める契約書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イからホま
でに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。
この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。

５　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、それ
により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、
次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
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９　取締役会の決議日(平成21年7月21日)

(1) 平成21年8月付与分

　
事業年度末現在
(平成22年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成22年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,200 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類
普通株式

単元株式数は100株であります。
同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 120,000 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,600(注５) 同左

新株予約権の行使期間
平成23年9月１日～
平成28年8月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　　 1,600
資本組入額　　　 　978

同左

新株予約権の行使の条件 注２ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 注３ 同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

注４ ―

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。
２　①新株予約権割当を受けた者は、権利行使時においても、当社、子会社または関連会社の役員または従業員

の地位にあることを要する。ただし、権利行使時において当該地位に存しない場合といえども、新株予
約権者が、上記新株予約権の行使期間の開始後に退任または退職した場合には、退任日または退職日の
翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限り、権利を行使する
ことができる。
②上記①以外の新株予約権の行使の条件については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会に基づ
き、当社と新株予約権の割当を受けた者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるものとする。

　　３　新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。
４　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転
（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日
において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場
合につき、組織再編成行為時に定める契約書または計画書等に定めた場合には、それぞれの組織再編成行
為時に定める契約書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イからホま
でに掲げる株式会社（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。
この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとす
る。

５　新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、それ
により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、
次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　平成22年２月１日以後の開始事業年度に係る有価証券報告書から適用されるため、

　　　　記載事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年４月１日 2,934,25043,346,342 ― 2,935 5,627 9,635

平成17年４月１日～
平成18年３月31日

245,70043,592,042 307 3,243 307 9,943

平成18年４月１日 43,592,04287,184,084 ― 3,243 ― 9,943

平成18年４月１日～
平成19年３月31日

1,075,30088,259,384 817 4,060 817 10,760

平成19年４月１日～
平成20年３月31日

661,70088,921,084 535 4,595 535 11,295

平成20年４月１日～
平成21年３月31日

97,60089,018,684 85 4,681 85 11,381

平成21年４月１日～
平成22年３月31日

― 89,018,684 ― 4,681 ― 11,381

　
　(注) 　発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増減は、次によるものであります。

１　平成17年４月１日に平成16年12月17日開催の臨時株主総会決議に基づき、駿河精機株式会社の平成17年３月31

日最終の株主名簿および実質株主名簿に記載された株主および実質株主に対し、その所有する駿河精機株式

会社の普通株式１株に対して当社の普通株式0.5株の割合をもって割当交付をしました。これにより普通株式

2,934,250株が増加しております。

２　平成17年４月１日から平成18年３月31日までの間における発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、

新株予約権の権利行使によるものであります。

３　平成18年２月20日開催の取締役会決議により、平成18年４月１日付で１株を２株に株式分割いたしました。こ

れにより発行済株式総数は43,592,042株増加し、87,184,084株となっております。

４　平成18年４月１日から平成19年３月31日までの間における発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、

新株予約権の権利行使によるものであります。

５　平成19年４月１日から平成20年３月31日までの間における発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、

新株予約権の権利行使によるものであります。

６　平成20年４月１日から平成21年３月31日までの間における発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、

新株予約権の権利行使によるものであります。

７　平成22年４月１日から平成22年５月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が100,200株、

資本金が69百万円及び資本準備金が69百万円増加しております。

　

(6) 【所有者別状況】

（平成22年３月31日現在）

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 42 25 53 178 3 4,3354,636 ―

所有株式数
(単元)

― 261,5372,42319,260483,619 5 122,600889,44474,284

所有株式数
の割合(％)

― 29.40 0.27 2.17 54.37 0.00 13.78100.00 ―

(注) １　自己株式 384,904株は、「個人その他」に3,849単元、「単元未満株式の状況」に4株含めて記載しております。

なお、株主名簿上の株式数と期末日現在の実質的な株式数は同一であります。

　　 ２　「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ24単元及び28

株含まれております。
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(7) 【大株主の状況】

（平成22年３月31日現在）

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ステートストリートバンクアンド
トラストカンパニー
(常任代理人香港上海銀行東京支
店)

米国　ボストン
（東京都中央区日本橋３丁目11－１）

18,904 21.23

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 9,200 10.33

ゴールドマン・サックス・アンド
・カンパニーレギュラーアカウン
ト
(常任代理人　ゴールドマン・サッ
クス証券㈱)

米国　ニューヨーク
（東京都港区六本木６丁目10番１号
六本木ヒルズ森タワー）

6,551 7.36

田口　弘 東京都渋谷区 6,028 6.77

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 5,881 6.60

みずほ信託銀行株式会社
退職給付信託　みずほ銀行口
再信託受託者　資産管理サービス信
託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番12号
晴海アイランドトリトンスクエア
オフィスタワーＺ棟

3,559 3.99

アールービーシー　デクシア　
インベスター　サービシーズ　
トラスト,ロンドン　レンディング　
アカウント　
(常任代理人　スタンダードチャー
タード銀行)

英国　ロンドン
（東京都千代田区永田町２丁目11－１
号　山王パークタワー21階）

2,737 3.07

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町２丁目２番２号 2,307 2.59

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号
日本生命証券管理部内

1,771 1.99

サジャップ　
(常任代理人　株式会社三菱東京Ｕ
ＦＪ銀行)

サウジアラビア王国　リヤド　　　　　　　　
（東京都千代田区丸の内２丁目７－１　
決済事業部）

1,498 1.68

計 ― 58,440 65.64

(注) １　「所有株式数」の1,000株未満は、切り捨てております。

２　「発行済株式総数に対する所有株式数の割合」は、小数点以下第３位を切り捨てております。

３　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、日本マスタートラスト信託銀行㈱8,846千株、日本トラ

スティ・サービス信託銀行㈱1,855千株、野村信託銀行㈱2,307千株であります。
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     ４　平成21年６月９日（報告義務発生日平成21年６月３日）に、次の法人から、大量保有報告書の提出があり、次の

とおり株式を所有している旨を受けておりますが、当社として当事業年度末における実質所有株式数の確認

ができておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

フィデリティ投信株式会社
東京都港区虎ノ門４丁目３番１号　城山トラス
トタワー

9,834 11.05

エフエムアール　エルエルシー
米国　02109 マサチューセッツ州ボストン、デ
ヴォンシャー・ストリート82

1,724 1.94

合計 　 11,558 12.98
５　平成21年12月10日（報告義務発生日平成21年12月７日）に、次の法人から、大量保有報告に関する変更報告書

の提出があり、次のとおり株式を所有している旨を受けておりますが、当社として当事業年度末における実質

所有株式数の確認ができておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

ファースト・イーグル・インベ
ストメント・マネジメント・エ
ルエルシー　※

1345 Avenue of the Americas New York, NY
10105-4300 U.S.A.

19,568 21.98

※同社は平成21年12月７日付でアーノルド・アンド・エス・ブレイクロウダー・エルエルシーから商号変更した
　　ものであります。
６　平成21年12月22日（報告義務発生日平成21年７月７日）に、次の法人から、大量保有報告に関する変更報告書

の提出があり、次のとおり株式を所有している旨を受けておりますが、当社として当事業年度末における実質

所有株式数の確認ができておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

Joho Fund, Ltd.

英領西インド諸島、ケイマン諸島、グランドケイマン
島、ジョージタウン、ハーバー・センター、私書箱
896、ゴールドマン・サックス（ケイマン）・トラス
ト・リミテッド気付

4,479 5.03

Joho Partners, L.P.
米国、ニューヨーク州10022、ニューヨーク、東
59番街55番地15階

1,741 1.96

The Hollyhock Foundation,
Inc.

米国、ニューヨーク州10022、ニューヨーク、東
59番街55番地

182 0.20

Joho Asia Growth Partners, L.
P.

米国、ニューヨーク州10022、ニューヨーク、東59番街
55番地15階

167 0.19

Joho Asia Growth Fund, Ltd.

英領西インド諸島、ケイマン諸島、グランドケイマン
島、ジョージタウン、ハーバー・センター、私書箱
896、ゴールドマン・サックス（ケイマン）・トラス
ト・リミテッド気付

94 0.11

Joho Family Fund, LLC
米国、ニューヨーク州10022、ニューヨーク、東
59番街55番地15階

3 0.00

合計 　 6,668 7.49

７　平成22年2月22日（報告義務発生日平成22年2月15日）に、次の法人から、大量保有報告に関する変更報告書の

提出があり、次のとおり株式を所有している旨を受けておりますが、当事業年度末における実質所有株式数の

確認ができておりません。

　なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

キャピタル・インターナショナ
ル・リミテッド

40 Grosvenor Place, London, SW1X 7GG,
England

2,879 3.24

キャピタル・ガーディアン・ト
ラスト・カンパニー

333 South Hope Street, Los Angeles,
California, U.S.A.

784 0.88

キャピタル・インターナショナ
ル株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目５番１号　新丸の
内ビル33階

600 0.67

キャピタル・インターナショナ
ル・インク

11100 Santa Monica Boulevard, 15th F1., 
Los Angeles, CA 90025, U.S.A.

413 0.46

キャピタル・インターナショナ
ル・エス・エイ・アール・エル

3 Place des Bergues, 1201 Geneva,
Switzerland

258 0.29

合計 　 4,937 5.55
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
(平成22年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

―
権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式　普通株式 384,900

　

完全議決権株式(その他) 　普通株式 88,559,500
　

885,595同上

単元未満株式 　普通株式 74,284
　

― 同上

発行済株式総数 89,018,684― ―

総株主の議決権 ― 885,595 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、証券保管振替機構名義の株式がそれぞれ　　
 2,400株(議決権24個)及び28株含まれております。

２　単元未満株式には当社所有の自己株式 4株が含まれております。

　

② 【自己株式等】
(平成22年３月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ミスミグループ
本社

東京都江東区東陽
二丁目４番43号

384,900 ― 384,900 0.4

計 ― 384,900 ― 394,900 0.4
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

１　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、当社、子会社及

び関連会社の役員及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成

15年６月20日の第41回定時株主総会において決議されたものであります。

　　　当該制度の内容は、次のとおりであります。
　

決議年月日 平成15年６月20日

付与対象者の区分及び人数
当社取締役(４名)
当社従業員(119名)
当社の子会社の取締役(１名)

新株予約権の目的となる株式の種類 「新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上

　

２　当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、取締役及び従

業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成16年６月22日の第42回定

時株主総会において決議されたものであります。

　　　当該制度の内容は、次のとおりであります。
　

決議年月日 平成16年６月22日

付与対象者の区分及び人数
取締役(４名)
従業員(139名)

新株予約権の目的となる株式の種類 「新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上
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３　当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、当社、子会社及

び関連会社の役員及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成

17年６月23日の第43回定時株主総会において決議されたものであります。

　　　当該制度の内容は、次のとおりであります。
　

決議年月日 平成17年６月23日

付与対象者の区分及び人数
取締役(２名)
従業員(166名)

新株予約権の目的となる株式の種類 「新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上

　

４　当該制度は、会社法第236条、第238条、第240条および第361条第１項第３号の規定に基づき、当社の

取締役に対し、ストック・オプションである新株予約権を発行することを、平成19年６月21日の第45

回定時株主総会において決議されたものであります。

　　　当該制度の内容は、次のとおりであります。
　

決議年月日 平成19年６月21日

付与対象者の区分及び人数 取締役（６名）

新株予約権の目的となる株式の種類 「新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上
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５　当該制度は、会社法第236条、第238条、および第240条の規定に基づき、当社及び完全子会社の従業員

に対し、ストック・オプションである新株予約権を発行することを、平成19年12月17日の取締役会に

おいて決議されたものであります。

　　　当該制度の内容は、次のとおりであります。
　

決議年月日 平成19年12月17日

付与対象者の区分及び人数 当社及び完全子会社の従業員（15名）

新株予約権の目的となる株式の種類 「新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上

　

６　当該制度は、会社法第236条、第238条、第240条および第361条第１項第３号の規定に基づき、当社の

取締役に対し、ストック・オプションである新株予約権を発行することを、平成20年６月20日の第46

回定時株主総会において決議されたものであります。

　　　当該制度の内容は、次のとおりであります。
　

決議年月日 平成20年６月20日

付与対象者の区分及び人数 取締役（８名）

新株予約権の目的となる株式の種類 「新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上
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７　当該制度は、会社法第236条、第238条、および第240条の規定に基づき、当社及び完全子会社の従業員

に対し、ストック・オプションである新株予約権を発行することを、平成20年11月19日の取締役会に

おいて決議されたものであります。

　　　当該制度の内容は、次のとおりであります。
　

決議年月日 平成20年11月19日

付与対象者の区分及び人数 当社及び完全子会社の従業員（21名）

新株予約権の目的となる株式の種類 「新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上

　

８　当該制度は、会社法第236条、第238条、第240条および第361条第１項第３号の規定に基づき、当社の

取締役に対し、ストック・オプションである新株予約権を発行することを、平成21年６月18日の第47

回定時株主総会において決議されたものであります。

　　　当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成21年６月18日

付与対象者の区分及び人数 取締役（７名）

新株予約権の目的となる株式の種類 「新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上
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９　当該制度は、会社法第236条、第238条、および第240条の規定に基づき、当社及び完全子会社の従業員

に対し、ストック・オプションである新株予約権を発行することを、平成21年７月21日の取締役会に

おいて決議されたものであります。

　　　当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成21年７月21日

付与対象者の区分及び人数 当社及び完全子会社の従業員（31名）

新株予約権の目的となる株式の種類 「新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 同上

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

同上
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10　当該制度は、会社法第236条、第238条、第240条および第361条第１項第３号の規定に基づき、当社の

取締役に対し、ストック・オプションである新株予約権を発行することを、平成22年６月17日の第48

回定時株主総会において決議されたものであります。

　　　当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成22年６月17日

付与対象者の区分及び人数 取締役（６名）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 520,000株　(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 未定　(注)３

新株予約権の行使期間 平成24年８月１日～平成30年７月31日

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)５

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。但し、２に定める株式の数の調整を行った場合は、同
様の調整を行う。

２　新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）以降、当社が普通株式の分割、または併合を行う場合、
次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものとする。かかる調整は、新株予約権のうち当
該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の
端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（または併合）の比率

　　また、上記のほか、割当日以降当社が合併または会社分割等を行う場合、株式無償割当てを行う場合、その他付与
株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、
合理的な範囲で付与株式数の調整を行うことができるものとし、調整の結果生じる１株未満の端数について
は、これを切り捨てるものとする。

３　新株予約権の割当日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所における
当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額
が新株予約権の割当日における東京証券取引所の当社株式普通取引の終値（当日に取引が成立しない場合は
それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。
なお、割当日以降、当社普通株式の分割または併合が行われる場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整
により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の
算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
４　新株予約権の行使の条件
①　新株予約権の割当てを受けた当社取締役は、権利行使時においても、当社、当社子会社または当社関連会社の
役員または従業員の地位にあることを要する。ただし、権利行使時において当該地位に存しない場合といえ
ども、新株予約権者が上記新株予約権の行使期間の開始後に退任または退職した場合には、退任日または退
職日の翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限り、権利を行使す
ることができる。

②　上記①以外の新株予約権の行使の条件については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会において定め
るものとし、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるものと
する。

５　組織再編成行為時の取扱い
　　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上
を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日において残
存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、組織
再編成行為時に定める契約書または計画書等に定めた場合には、それぞれの組織再編成行為時に定める契約
書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社
（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残
存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。

　

EDINET提出書類

株式会社　ミスミグループ本社(E02770)

有価証券報告書

 46/124



11　当該制度は、会社法第236条、第238条、第240条の規定に基づき、当社及び完全子会社の執行役員・部

門長に対し、ストック・オプションである新株予約権を発行することを、平成22年６月17日の取締役

会において決議されたものであります。

　　　当該制度の内容は、次のとおりであります。

決議年月日 平成22年６月17日

付与対象者の区分及び人数 当社及び完全子会社の執行役員・部門長（38名）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 155,000株　(注)２

新株予約権の行使時の払込金額 未定　(注)３

新株予約権の行使期間 平成24年８月１日～平成30年７月31日

新株予約権の行使の条件 (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは、取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

(注)５

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株である。但し、２に定める株式の数の調整を行った場合は、同
様の調整を行う。

２　新株予約権を割り当てる日（以下「割当日」という。）以降、当社が普通株式の分割、または併合を行う場合、
次の算式により新株予約権の目的となる株式の数を調整するものとする。かかる調整は、新株予約権のうち当
該時点で権利行使していない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の
端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（または併合）の比率

　　また、上記のほか、割当日以降当社が合併または会社分割等を行う場合、株式無償割当てを行う場合、その他付与
株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合併または会社分割等の条件等を勘案のうえ、
合理的な範囲で付与株式数の調整を行うことができるものとし、調整の結果生じる１株未満の端数について
は、これを切り捨てるものとする。

３　新株予約権の割当日の属する月の前月各日（取引が成立しない日を除く。）における東京証券取引所における
当社株式普通取引の終値の平均値に1.05を乗じた金額とし、１円未満の端数は切り上げる。ただし、その金額
が新株予約権の割当日における東京証券取引所の当社株式普通取引の終値（当日に取引が成立しない場合は
それに先立つ直近日の終値）を下回る場合は、当該終値とする。
なお、割当日以降、当社普通株式の分割または併合が行われる場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整
により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率
また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価格で新株式の発行または自己株式の処分を行う場合は、次の
算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１株当たり時価

既発行株式数＋新規発行株式数
４　新株予約権の行使の条件
①　新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社、当社子会社または当社関連会社の役員また
は従業員の地位にあることを要する。ただし、権利行使時において当該地位に存しない場合といえども、新
株予約権者が上記新株予約権の行使期間の開始後に退任または退職した場合には、退任日または退職日の
翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期間に限り、権利を行使すること
ができる。

②　上記①以外の新株予約権の行使の条件については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会において定め
るものとし、当社と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する新株予約権付与契約に定めるものと
する。

５　組織再編成行為時の取扱い
　　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転（以上
を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生日において残
存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、組織
再編成行為時に定める契約書または計画書等に定めた場合には、それぞれの組織再編成行為時に定める契約
書または計画書等に記載された条件に基づき、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社
（以下「再編成対象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残
存新株予約権は消滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

　

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 682 1,046,948

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元　 

　　未満株式の買取りによる株式数は含めておりません。

　

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株) 処分価額の総額(円) 株式数(株) 処分価額の総額(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の売渡請求に
よる売渡）

144 267,003 70 129,753

保有自己株式数 384,904 ― 384,834 ―

(注)　当期間における保有自己株式には、平成22年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元 

　　未満株式の買増しによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社グループは、株主の皆さまに対する利益還元を最重要課題のひとつとして位置付け、当期純利益に対

して配当性向20％を方針としております。　

当社グループの剰余金の配当は、中間配当および期末配当の年２回を基本的な方針としています。配当の

決定機関は、中間配当は定款の定めにより取締役会、期末配当は定時株主総会です。　

上記の方針に基づき、当期の業績と今後の展望を検討して当期末におきましては、平成22年６月17日の定

時株主総会にて決議された１株当たり８円と、平成21年11月13日の取締役会にて決議された１株当たり２

円の中間配当金を合わせまして、年間１株当たり10円の配当とさせていただきました。

この結果、当期は連結純利益に対する配当性向22.8％、純資産配当率1.2％となりました。

内部留保資金につきましては、財務体質の充実・強化を図りながら、長期安定的な経営基盤の確立に向け

た商品力・サービスの向上と国内外の仕入・販売体制の整備等に活用して参ります。

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定めております。

　

(注)　基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額 一株当たり配当額

（百万円） （円）

平成21年11月13日
177 2

取締役会決議

平成22年６月17日
709 8

定時株主総会決議

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第44期 第45期 第46期 第47期 第48期

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月

最高(円)
5,580
□2,605

2,765 2,435 2,095 1,969

最低(円)
3,090
□2,475

1,812 1,540 960 1,187

(注) １　最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

２　□は、株式分割権利落後の最高・最低株価を示しております。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
10月

11月 12月
平成22年
１月

２月 ３月

最高(円) 1,908 1,586 1,686 1,661 1,705 1,969

最低(円) 1,482 1,372 1,550 1,550 1,466 1,650

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役

会長
ＣＥＯ 三　枝　　　匡 昭和19年９月22日生

平成13年６月 当社取締役

(注)３ 481

平成14年３月 当社取締役副社長

平成14年６月 当社代表取締役社長

平成17年４月 ㈱ミスミ代表取締役社長

平成18年４月 駿河精機㈱代表取締役社長

　 ㈱プロミクロス代表取締役

平成20年10月 当社代表取締役会長・ＣＥＯ（現任）

代表取締役

社長
　 高　家　正　行 昭和38年３月21日生

平成11年１月 Ａ.Ｔ.カーニー㈱入社

(注)３ 10

平成16年２月 当社入社

平成17年１月 当社執行役員

平成17年６月 当社取締役執行役員

平成18年10月 当社取締役常務執行役員

平成19年６月 駿河精機㈱代表取締役社長

平成20年10月 当社代表取締役社長（現任）

　 ㈱ミスミ代表取締役社長（現任）

代表取締役

副社長
　 江　口　正　彦 昭和34年７月６日生

昭和57年４月 当社入社

(注)３ 40

平成14年４月 当社執行役員

平成15年６月 当社取締役執行役員

平成18年10月 当社取締役常務執行役員

平成20年10月 当社代表取締役副社長（現任）

平成21年10月 当社ＦＡ事業グループ管掌 (現任）

平成21年11月 ㈱ミスミＦＡエレメント企業体社長 　

　（現任）

代表取締役

副社長
　 有　賀　貞　一 昭和22年10月13日生

平成９月６月 ㈱ＣＳＫ専務取締役

(注)３ 2

平成12年６月 ㈱ＣＳＫ代表取締役副社長

平成17年10月 ㈱ＣＳＫホールディングス

代表取締役

平成20年５月 当社顧問

平成20年６月  当社代表取締役副社長 事業プラット

 フォームグループ管掌 (現任)

平成22年５月 ㈱プロミクロス代表取締役（現任）

取締役 　 大　野　龍　隆 昭和39年10月１日生

昭和62年４月 当社入社

(注)３ 12

平成14年４月 当社執行役員

平成19年６月 当社取締役執行役員

平成20年10月 駿河精機(株)代表取締役社長（現任）

　 当社取締役常務執行役員生産プラット

フォームグループ管掌（現任）

取締役 　 池　口　徳　也 昭和43年12月30日生

平成４年４月 三菱商事㈱入社

(注)３ 0

平成17年４月 ㈱ミスミ入社

平成19年４月 当社執行役員

平成21年11月  当社常務執行役員

　  ㈱ミスミ金型企業体社長（現任）

平成22年６月 当社取締役常務執行役員（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式数
(千株)

取締役 　 吹　野　博　志 昭和17年２月４日生

昭和49年12月 セイコー電子工業㈱（現セイコーイン

スツル㈱）入社

(注)３        65

昭和61年３月 セイコー電子工業USA

（現Seiko Instruments USA Inc.）

社長兼ＣＥＯ

平成６年９月 デルコンピュータ（現デル㈱）

代表取締役会長

平成14年６月 当社取締役（現任）

平成16年５月 ㈱吹野コンサルティング

代表取締役社長（現任）

取締役 　 沼　上　　　幹 昭和35年３月27日生

昭和63年４月 成城大学経済学部　講師

(注)３ ―

平成３年４月 一橋大学商学部附属産業経営研究施設

　講師

平成４年４月 同助教授

平成９年４月 一橋大学商学部助教授

平成12年４月 一橋大学大学院商学研究科教授　　　

（現任）

平成22年６月 当社取締役（現任）

監査役

(常勤)
　 宮　本　博　史 昭和30年１月30日生

昭和53年４月 当社入社

(注)４ 45

平成９年６月 当社取締役

平成12年６月 当社執行役員

平成17年４月 ㈱ミスミ監査役（現任）

平成18年４月 ㈱プロミクロス監査役（現任）

平成18年６月 当社常勤監査役（現任）

　 駿河精機㈱監査役（現任）

平成20年３月 ㈱ＳＰパーツ監査役（現任）

監査役 　 竹　俣　耕　一 昭和27年11月18日

昭和51年４月 ㈱東海銀行（現㈱三菱東京ＵＦＪ銀

行）入行

(注)４ ―

昭和60年10月 等松・青木監査法人（現有限責任監査

法人トーマツ）入所

平成２年10月 竹俣公認会計士事務所代表者

平成４年７月 野村・竹俣会計事務所代表社員（現税

理士法人レクス会計事務所）（現任）

平成９年６月 当社監査役（現任）

監査役 　 野　末　寿　一 昭和35年８月15日生

昭和62年４月 弁護士登録

(注)５ 4

平成２年12月  加藤法律特許事務所(現　静岡のぞみ

 法律特許事務所)入所（現任）

平成８年３月  米国ニューヨーク州弁護士資格取得

平成10年10月  弁理士登録

平成12年６月  駿河精機㈱監査役

平成17年４月  当社監査役（現任）

計 664

(注) １　取締役　吹野博志、沼上　幹は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２　監査役　竹俣耕一、野末寿一は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

３　取締役の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総会終結の

時までであります。

４　監査役　宮本博史、竹俣耕一の任期は、平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年３月期に係る

定時株主総会終結の時までであります。

５　監査役　野末寿一の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株主

総会終結の時までであります。
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６　当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、また能力主義に基づく積極的な人材

登用のため、執行役員制度を導入しています。

　　執行役員は三枝 匡、高家 正行、江口 正彦、有賀 貞一、大野 龍隆、池口 徳也、前田 雅之、鈴木 正則、新田 弘志、

松本 保幸、山本 俊夫の11名であります。

７　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１

名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

 丸山輝久  昭和18年７月１日生

昭和48年４月  弁護士登録

（注） 0
 昭和53年７月  紀尾井町法律事務所弁護士

（現任）
 平成13年６月  当社監査役

　　（注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

　　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、社会的使命の遂行とともに継続的な企業価値の増大を目指して経営基盤の強化に取り組んで

おり、コーポレート・ガバナンスの充実を経営の最重要課題の一つと位置付けております。このため、以

下のとおりコーポレート・ガバナンスの強化に努めております。

　

イ　会社経営機関と組織の内容

当社は、取締役会、執行役員会、経営会議および監査役会により、業務執行の監督および監査を行って

おります。

当社の取締役会は社外取締役２名を含む取締役８名（提出日現在）で構成され、原則として月１回

開催し、経営および事業上の重要な意思決定を行うとともに、業務執行を監視しております。また、代表

取締役を含む取締役６名および執行役員５名の合計11名（提出日現在）で構成される執行役員会を月

２回開催し、監督と執行の両面での強化を図っております。

当社グループの機械工業系事業については「企業体」を、事業サポート・インフラ機能については

「プラットフォームグループ」をそれぞれ発足させ、企業体・プラットフォームグループに権限と責

任を委譲し、ミスミの営業組織を持つ事業部門と駿河精機の製造部門との製販一体の経営の実現と、意

思決定の迅速化を図っております。

　ミスミグループ内の各企業体およびプラットフォームグループにおいても経営会議を設け、意思決定

プロセスの明確化を図っております。執行役員会および経営会議の審議は、当社の取締役会への報告と

事前審議も兼ねております。

監査役会は社外監査役２名を含む監査役３名で構成され、取締役の職務遂行の監督を行っているほ

か、会計監査人および内部監査チームとの連携を密に行い、監査の実効性と効率性の向上を目指してお

ります。

さらに、取締役会の任意の諮問機関として社外取締役を含む報酬委員会を設置し、適切な報酬水準に

ついて審議・決定する仕組みをとっております。
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ロ　提出日現在における当社のコーポレート・ガバナンス体制は次のとおりであります。

　

ハ　内部統制システムの整備の状況

当社は平成21年４月20日開催の取締役会において内部統制システムの基本方針の見直し案を決議し

ており、その内容は以下のとおりであります。

a.取締役の職務の遂行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役会、執行委員会等重要な会議における議事録を法令、規程に従い作成し、適切に保管する。

b.損失の危機の管理に関する規程その他の体制

法令遵守、環境、情報、輸出管理等のリスクに対しては、各種規程・マニュアルを整備し、リスク管

理体制を構築する。

不測の事態が発生した場合は、対策本部を設置し迅速に対応するとともに、その経過を取締役会に

報告する。

c.取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

経営計画は最終的に取締役会で承認を行い、月次開催の執行役員会にてその進捗確認を行う。

進捗確認等により発見された重要事項は、取締役会または執行役員会等で討議する。

毎月の取締役会では、業績報告を行い、業績の監視と重要事項に対する助言および指導を行う。

d.取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

取締役および使用人は、ミスミグループ行動規範を遵守し、法令および定款に適合することを確保

する。

職務権限規程等の意思決定ルールにより、職務の執行が適正に行われる体制をとる。

法令や規程に対する違反、および違反の疑いがある行為の早期発見のために内部通報制度を設置

し、通報者への不利益な取扱いの防止を保証する。
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e.会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

ミスミグループ本社は、執行役員会で各関係会社における業績報告や経営計画の進捗確認を

行うことで、各関係会社の業務の適正性を確保する。

内部監査チームは、各関係会社に対して定期的に業務監査を実施する。

反社会的勢力に対して、ミスミグループ行動規範でその関係断絶を定め、ミスミグループ全体とし

て毅然とした態度で臨み対応する。

f.監査役がその職務を補助すべき使用を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役は監査役補助者の任命を自由に行えるものとし、監査役補助者の人事異動、評価等について

は、監査役が関与する。

g.取締役および使用人が監査役会または監査役に報告するための体制および監査役の監査が実効的に

行われることを確保するための体制

監査役は取締役会、執行役員会等の重要な会議に出席し、取締役および使用人は会社に著しい影響

を及ぼす事実が発生または発生する恐れがあるときは監査役に速やかに報告する。

監査役は会計監査人や内部監査チームと定期的に会合を持ち、意見および情報の交換を行い、会計

監査人に対しては、必要に応じて報告を求める。

　

ニ　リスク管理体制の整備の状況

当社は、社会的使命の実現ならびに信頼される企業グループを目指し、法令遵守を含む、グループ全

社で共有する行動指針として「ミスミグループ行動規範」を平成20年４月に制定し、ガイドラインと

ともに当社グループ全社に配布し、周知徹底を図っております。また、業務運営を適正かつ効率的に遂

行するために、会社業務の意思決定ルールの見直し等各種社内規程を整備し、職務権限の明確化と適切

な牽制が機能する体制を整備しております。

また、平成20年４月に当社における「情報」と「セキュリティ」についての基本的な考え方を宣言

した「情報セキュリティ基本方針」及び基本的なルールを記載した「秘密保持規程」を制定し、詳細

なルールや手続きを定めた「情報セキュリティガイドライン」とともに当社グループ全社に配布し、

その周知徹底を図っております。

また、代表取締役会長・ＣＥＯ直属部門である内部監査チームは、金融商品取引法の内部統制報告制

度（J-SOX）における内部統制への対応の強化をはじめ、情報セキュリティのモニタリング実施により

情報セキュリティの強化にも努めております。さらに、内部通報制度による不祥事の早期発見の体制も

整えております。

また、法務・コンプライアンスその他重要な経営事項に関しては、適宜、顧問弁護士、公認会計士、税

理士などの外部の専門家からも助言および支援を受けております。

　

②　内部監査および監査役監査

当社は、内部監査部門として代表取締役会長・ＣＥＯ直轄の内部監査チームを設置しています。内部監

査チームは３名体制で執行部門に対して内部監査を実施し、指摘事項とその改善案を記載した内部監査

報告書を作成し、代表取締役会長・ＣＥＯへ報告するとともに、監査役および被監査部門に提出します。

不備事項が指摘された場合は、該当部門において改善計画が立案・実行され、内部監査チームがその改善

結果を監視する体制を取っています。

当社は、監査役３名中２名が社外監査役であります。社外監査役のうち１名が公認会計士、１名が弁護

士であり、会計及び法令に精通している立場から監査することにより、企業行動の透明性および財務上の

数値の信頼性を一層高めております。各監査役は、監査役会で定めた監査の方針および実施計画に従い監

査活動を実施するとともに、経営意思決定に係わる主要な会議には常任メンバーとして出席し、コーポ

レート・ガバナンスの一翼を担っております。

監査役と内部監査チームは、月一回の定例会で情報共有を図る等、会計監査人も含めて連携を密に行

い、監査の実効性と効率性の向上を図っております。
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③　社外取締役および社外監査役

イ　会社の社外取締役および社外監査役との利害関係の概要

社外取締役吹野博志氏は、平成22年３月31日現在当社株式を65,800株所有しており、社外監査役野末

寿一氏は、平成22年３月31日現在当社株式を4,000株所有しておりますが、当社グループとの間に人的

関係、取引関係、その他上記以外の資本的関係などの特別な利害関係はございません。

また、社外取締役沼上幹氏は経営学者、社外監査役竹俣耕一氏は公認会計士、野末寿一氏は弁護士で

すが、当社グループとの間に人的関係、取引関係、その他上記以外の資本的関係などの特別な利害関係

はございません。

　　

ロ　社外取締役および社外監査役が会社の企業統治において果たす機能および役割

当社は経営の意思決定機能と執行役員による業務執行を管理監督する機能を持つ取締役会に対し、

取締役８名中２名を社外取締役に、また監査役３名中２名を社外監査役としております。当社は、コー

ポレートガバナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要と考えており、社外取

締役による経営の監督・チェックおよび社外監査役による独立した立場からの監査が実施されること

により、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が整っているため、現状の体制としておりま

す。

　

ハ　社外取締役および社外監査役の選任状況に関する会社の考え方

社外取締役２名のうち吹野博志氏は、デル㈱等の経営者として国際的な経営の専門家としての経験

・見識を有しており、また沼上幹氏は、企業研究の経験豊富な経営学者としての専門的な知識・経験等

を有しております。

社外監査役２名のうち竹俣耕一氏は、公認会計士として財務および会計に関する専門知識を有して

おり、また野末寿一氏は弁護士としての法務に関する専門知識を有しております。

これらの専門的な知識・経験等からの視点に基づき、当社の経営の監督とチェック機能および独立

した立場からの公正かつ客観的な監査の役割を遂行することができるものと判断いたしております。

　

ニ　社外取締役および社外監査役による監督または監査と内部監査、監査役監査および会計監査との相互

連携ならびに内部統制部門との関係

社外取締役は、毎月の取締役会へ出席し、主に業務執行を行う経営陣から独立した客観的観点から議

案・審議等につき適宜質問、助言を行っております。

また社外監査役は、毎月の取締役会および監査役会へ出席し、専門的な知識・経験等の見地から議案

・審議等につき適宜質問、助言を行っております。

監査役と内部監査チームは、毎月の定例会で情報共有を図る等、会計監査人も含めて連携を密に行

い、監査の実効性と効率性の向上に努めております。

　

ホ　当社は、平成18年６月23日開催の第44回定時株主総会で定款を変更し、社外取締役及び社外監査役の

責任限定契約に関する規定を設けております。当該定款に基づき当社が社外取締役及び社外監査役の

全員と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりであります。

区分 責任限定契約の内容の概要

社外取締役
当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役との間に、社外取締役の会社法第423条
第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、１千
万円、または法令が規定する金額のいずれか高い額としております。

社外監査役
当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外監査役との間に、社外監査役の会社法第423条
第１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、５百
万円、または法令が規定する金額のいずれか高い額としております。
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④ 役員の報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の数
（名）基本報酬

ストック・
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
（社外取締役
を除く）

601 273 100 174 53 6

監査役
（社外監査役
を除く）

18 16 ― 1 1 1

社外役員 19 18 1 ― ― 4

合計 639 307 102 175 54 11

　

ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

氏　　名
（役員区分）

連結報酬等
の総額
（百万円）

会社区分

連結報酬等の種類別の額（百万円）

基本報酬
ストック・
オプション

賞与 退職慰労金

三枝　　匡
（代表取締役）

263
株式会社ミスミ
グループ本社

120 37 82 24

高家　正行
（代表取締役）

121
株式会社ミスミ
グループ本社

55 17 38 11

　(注) 連結報酬等の総額が１億円以上である者に限定して記載しております。

　
ハ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社は役員の報酬等の額の決定に関して、過去の経験、市場水準とその貢献に照らして妥当な報酬を

付与する、という方針であります。また、会長・ＣＥＯ、社長の報酬改定は、非常勤取締役２名および会

長・ＣＥＯで構成される報酬委員会にて討議し、報酬委員会の権限で決定しております。その他取締役

の報酬額は、選任時期において、当期や過去の業績や市場水準などを踏まえて決定し、報酬委員会にて

報告されます。市場水準は、東証一部上場企業が参加する市場調査に毎年参加し、役職とその責務の重

さに応じた確認を行っております。

　
⑤ 株式の保有状況

イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　　該当事項はありません。

　

ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が

100分の１を超える銘柄

　　該当事項はありません。
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ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

　

前年事業年度　
（百万円）

当事業年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（百万円）

貸借対照表計上
額の合計額

貸借対照表計
上額の合計額

受取配当金
の合計額

売却損益の
合計額

評価損益の
合計額

非上場株式 ― ― ― ― ―

非上場以外の株式 120 126 3 ― 17

　
⑥ 会計監査の状況

当社は、会社法および金融商品取引法に基づく会計監査人として、有限責任監査法人トーマツを選任

しており、同監査法人および当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の間には、特別な利

害関係はなく、また同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を

超えて関与することのないよう措置をとっております。

当期において業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については下記のと

おりです。

・業務を執行した公認会計士の氏名

　　指定社員　業務執行社員：中川正行、早稲田宏

・監査業務に係る補助者の構成

　　公認会計士　３名

　　その他　　　８名

　　(注)その他は会計士補、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。

　

⑦ 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

　

⑧ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任の決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を

有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任

については、累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。

　

⑨ 自己の株式の取得

当社は、機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもっ

て自己の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

　

⑩ 中間配当

当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として

中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

　

⑪ 取締役の責任免除

当社は、取締役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項

の規定により、取締役（取締役であった者を含む。）の会社法第423条第１項の賠償責任について、法令の

限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。
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⑫ 監査役の責任免除

当社は、監査役が職務の遂行にあたり期待される役割を十分に発揮できるよう、会社法第426条第１項

の規定により、監査役（監査役であった者を含む。）の会社法第423条第１項の賠償責任について、法令の

限度において、取締役会の決議によって免除することができる旨を定款に定めております。

　

⑬ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を

行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行う旨を定款に定めております。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 18 7 18 0

連結子会社 60 3 51 2

計 78 10 69 3

　

② 【その他重要な報酬の内容】

該当事項はありません。　

　

③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社が監査公認会計士に対して支払っている非監査業務の内容は、財務報告に係る内部統制に関

する指導・助言業務、一部の子会社への財務調査等であります。

当連結会計年度

当社が監査公認会計士に対して支払っている非監査業務の内容は、一部の子会社への決算相談業

務等であります。

　

④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士に対する監査報酬は、代表取締役会長・ＣＥＯが監査役会の同意を得て決定

しております。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　  なお、前連結会計年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

    なお、前事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成20年４月１日から平成

21年３月31日まで)及び前事業年度(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)の連結財務諸表及び財

務諸表については、監査法人トーマツにより監査を受け、当連結会計年度(平成21年４月１日から平成22年

３月31日まで)及び当事業年度(平成21年４月１日から平成22年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表については、有限責任監査法人トーマツにより監査を受けております。

なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人

トーマツとなりました。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 23,357 27,603

受取手形及び売掛金 16,890 22,071

有価証券 5,385 5,402

商品及び製品 7,939 7,533

仕掛品 1,039 859

原材料及び貯蔵品 2,516 2,222

繰延税金資産 1,159 803

未収還付法人税等 161 218

その他 1,243 713

貸倒引当金 △109 △76

流動資産合計 59,585 67,354

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※4
 8,545 8,721

減価償却累計額 ※2
 △3,966

※2
 △4,455

建物及び構築物（純額） 4,579 4,265

機械装置及び運搬具 6,044 5,576

減価償却累計額 ※2
 △2,595

※2
 △2,214

機械装置及び運搬具（純額） 3,448 3,362

土地 4,229 3,913

建設仮勘定 25 1,698

その他 2,871 2,685

減価償却累計額 ※2
 △2,176

※2
 △2,189

その他（純額） 695 495

有形固定資産合計 12,977 13,736

無形固定資産

ソフトウエア 2,045 2,875

のれん ※3
 1,408

※3
 670

その他 119 104

無形固定資産合計 3,572 3,650

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 6,474

※1
 5,661

繰延税金資産 1,192 1,592

保険積立金 207 219

長期預金 1,500 －

その他 712 882

貸倒引当金 △142 △154

投資その他の資産合計 9,944 8,200

固定資産合計 26,494 25,586

資産合計 86,079 92,940
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,410 7,197

短期借入金 1,301 1,200

1年内返済予定の長期借入金 ※4
 130 －

未払金 1,559 2,421

未払法人税等 1,947 1,599

賞与引当金 943 990

役員賞与引当金 127 182

事業整理損失引当金 262 －

その他 576 937

流動負債合計 11,258 14,530

固定負債

長期借入金 ※4
 430 －

退職給付引当金 1,607 1,728

役員退職慰労引当金 641 705

その他 288 29

固定負債合計 2,967 2,463

負債合計 14,226 16,994

純資産の部

株主資本

資本金 4,681 4,681

資本剰余金 14,453 14,453

利益剰余金 55,363 58,801

自己株式 △649 △650

株主資本合計 73,849 77,286

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 0 63

為替換算調整勘定 △2,153 △1,682

評価・換算差額等合計 △2,152 △1,619

新株予約権 157 279

純資産合計 71,853 75,946

負債純資産合計 86,079 92,940
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②【連結損益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 110,041 89,180

売上原価 69,075 54,241

売上総利益 40,965 34,938

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 29,948

※1, ※2
 26,530

営業利益 11,016 8,408

営業外収益

受取利息 226 168

受取配当金 25 24

有価証券売却益 1 0

持分法による投資利益 － 12

助成金収入 － 64

雑収入 187 112

営業外収益合計 439 383

営業外費用

支払利息 33 21

有価証券評価損 13 0

株式交付費 0 0

持分法による投資損失 0 －

為替差損 665 530

賃貸損失 － 88

雑損失 115 67

営業外費用合計 828 708

経常利益 10,627 8,082

特別利益

固定資産売却益 ※3
 0

※3
 59

賞与引当金戻入額 － 40

退職給付引当金戻入額 － 96

関係会社清算益 － 0

その他 － 5

特別利益合計 0 202

特別損失

固定資産売却損 ※4
 4

※4
 3

固定資産除却損 ※5
 39

※5
 30

固定資産臨時償却費 － 114

減損損失 ※6
 541

※6
 316

リース解約損 0 －

関係会社清算損 5 －

関係会社株式評価損 13 －

事業整理損 ※7
 262 －

その他 ※8
 120

※8
 42

特別損失合計 987 507

税金等調整前当期純利益 9,639 7,777

法人税、住民税及び事業税 4,981 4,000

法人税等調整額 △28 △108

法人税等合計 4,952 3,891

当期純利益 4,686 3,885
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,595 4,681

当期変動額

新株の発行 85 －

当期変動額合計 85 －

当期末残高 4,681 4,681

資本剰余金

前期末残高 14,368 14,453

当期変動額

新株の発行 85 －

当期変動額合計 85 －

当期末残高 14,453 14,453

利益剰余金

前期末残高 52,629 55,363

当期変動額

剰余金の配当 △1,948 △443

当期純利益 4,686 3,885

連結範囲の変動 △4 △5

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 2,733 3,437

当期末残高 55,363 58,801

自己株式

前期末残高 △648 △649

当期変動額

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △649 △650

株主資本合計

前期末残高 70,944 73,849

当期変動額

新株の発行 171 －

剰余金の配当 △1,948 △443

当期純利益 4,686 3,885

連結範囲の変動 △4 △5

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 2,904 3,436

当期末残高 73,849 77,286
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 200 0

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△199 62

当期変動額合計 △199 62

当期末残高 0 63

為替換算調整勘定

前期末残高 157 △2,153

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,310 470

当期変動額合計 △2,310 470

当期末残高 △2,153 △1,682

評価・換算差額等合計

前期末残高 357 △2,152

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△2,510 533

当期変動額合計 △2,510 533

当期末残高 △2,152 △1,619

新株予約権

前期末残高 121 157

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 35 122

当期変動額合計 35 122

当期末残高 157 279

純資産合計

前期末残高 71,423 71,853

当期変動額

新株の発行 171 －

剰余金の配当 △1,948 △443

当期純利益 4,686 3,885

連結範囲の変動 △4 △5

自己株式の取得 △1 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,474 656

当期変動額合計 430 4,093

当期末残高 71,853 75,946
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 9,639 7,777

減価償却費 1,834 1,878

のれん償却額 738 738

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 60 64

退職給付引当金の増減額（△は減少） 240 119

賞与引当金の増減額（△は減少） △337 32

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 50 54

貸倒引当金の増減額（△は減少） 42 △23

受取利息及び受取配当金 △251 △192

支払利息 33 21

株式交付費 0 －

株式報酬費用 47 122

為替差損益（△は益） 954 53

持分法による投資損益（△は益） 0 △12

有価証券評価損益（△は益） 13 0

有価証券売却損益（△は益） 21 △0

関係会社清算損益（△は益） 5 －

関係会社株式評価損 13 －

固定資産売却損益（△は益） 4 △55

固定資産除却損 39 30

減損損失 541 316

固定資産臨時償却費 － 114

事業整理損失 262 －

リース解約損 0 －

還付加算金 － △3

その他の特別損益（△は益） － 14

保険返戻金 △17 －

助成金収入 － △64

売上債権の増減額（△は増加） 10,404 △5,060

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,024 760

未払消費税等の増減額（△は減少） △112 117

仕入債務の増減額（△は減少） △3,199 2,599

その他の流動資産の増減額（△は増加） △107 72

その他の流動負債の増減額（△は減少） △800 693

小計 19,098 10,169

利息及び配当金の受取額 266 172

利息の支払額 △24 △17

保険金の受取額 15 －

助成金の受取額 － 64

その他の支出 △0 －

法人税等の還付額 480 610

法人税等の支払額 △7,423 △4,586

営業活動によるキャッシュ・フロー 12,412 6,413
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券及び投資有価証券の取得による支出 △9,506 △10,008

有価証券の売却及び償還による収入 9,602 11,005

固定資産の取得による支出 △3,994 △3,822

固定資産の売却による収入 3 93

貸付金の回収による収入 6 53

保険積立金の積立による支出 △7 △10

保険積立金の解約による収入 0 －

定期預金の預入による支出 △646 △23,948

定期預金の払戻による収入 363 9,601

差入保証金の差入による支出 △60 △172

差入保証金の回収による収入 44 54

その他 12 △7

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,182 △17,161

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △171 △100

長期借入金の返済による支出 △130 △561

株式の発行による収入 159 －

自己株式の取得による支出 △0 △1

自己株式の処分による収入 － 0

配当金の支払額 △1,948 △443

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,092 △1,105

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,094 127

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,043 △11,725

現金及び現金同等物の期首残高 17,636 22,670

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 △9 △35

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 22,670

※1
 10,908
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　　　連結子会社の数　21社

　　　主要な連結子会社の名称

　　　　・株式会社ミスミ

　　　　・駿河精機株式会社

(除外)SURUGA SINGAPORE PTE., LTD.とGUANZHOU

MISUMI INTERNATIONAL TRADING CO., LTD.は、連結

財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、また

SHANGHAI MISUMI INTERNATIONAL TRADING CO.,

LTD.については当連結会計年度において清算が完

了いたしましたので、それぞれ連結の範囲から除い

ております。

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

　　　連結子会社の数　21社

　　　主要な連結子会社の名称

　　　　・株式会社ミスミ

　　　　・駿河精機株式会社

(新規)当連結会計年度において新たに加わった１社

　・MISUMI INDIA Pvt Ltd.

(除外)スルガセイキ（広州）有限公司は、連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範

囲から除いております。

　(2) 非連結子会社の数及び主要な非連結子会社名

　　　非連結子会社の数　４社

　　　　・PARTS KOREA CO., LTD.

　　　　・WUXI PARTS SEIKO PRECISION IND CO., LTD.

　　　　・SURUGA SINGAPORE PTE., LTD.

　　　　・GUANZHOU MISUMI INTERNATIONAL TRADING

          CO., LTD.

　(2) 非連結子会社の数及び主要な非連結子会社名

　　　非連結子会社の数　３社

　　　　・PARTS KOREA CO., LTD.

　　　　・WUXI PARTS SEIKO PRECISION IND CO., LTD.

　　　　・スルガセイキ(広州)有限公司

　　　連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、それぞれ当期純損益及び利益剰

余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、連結の範囲から除外しており

ます。

　　　連結の範囲から除いた理由

非連結子会社は、総資産、売上、当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、連結の範囲から除外して

おります。

２　持分法の適用に関する事項

 　　すべての関連会社に持分法を適用しております。

　(1) 持分法を適用した関連会社の数　２社

　　　　・ADS TECHNOLOGIES CO., LTD.

　　　　・株式会社マルチビッツ

　(2) 持分法を適用しない非連結子会社の数　４社 

　　　　・PARTS KOREA CO., LTD.

　　　　・WUXI PARTS SEIKO PRECISION IND CO., LTD.

　　　　・SURUGA SINGAPORE PTE., LTD.

　　　　・GUANZHOU MISUMI INTERNATIONAL TRADING

          CO., LTD.

２　持分法の適用に関する事項

 　　すべての関連会社に持分法を適用しております。

　(1) 持分法を適用した関連会社の数　２社

　　　　同左

 
　(2) 持分法を適用しない非連結子会社の数　３社 

　　　　・PARTS KOREA CO., LTD.

　　　　・WUXI PARTS SEIKO PRECISION IND CO., LTD.

        ・スルガセイキ(広州)有限公司

　　　持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の適用から除外し

ております。

　　　持分法を適用しない理由

持分法非適用会社は、それぞれ当期純損益及び利

益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持分法の適用から除外し

ております。
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　 前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、決算日と連結決算日が異なる会社

は次のとおりであります。
・MISUMI(CHINA)PRECISION MACHINERY TRADING
CO., LTD.

・SAIGON PRECISION CO., LTD.
・SURUGA USA CORP.
・スルガセイキ(上海)有限公司
・SURUGA (THAILAND) CO., LTD.
・スルガセイキ(広州)有限公司
・SURUGA POLSKA Sp.z o.o.
・SURUGA KOREA CO., LTD.

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、決算日と連結決算日が異なる会社

は次のとおりであります。
・MISUMI(CHINA)PRECISION MACHINERY TRADING
CO., LTD.

・SAIGON PRECISION CO., LTD.
・SURUGA USA CORP.
・スルガセイキ(上海)有限公司
・SURUGA (THAILAND) CO., LTD.
・SURUGA POLSKA Sp.z o.o.
・SURUGA KOREA CO., LTD.

連結財務諸表の作成にあたっては、上記子会社につい

ては、12月31日現在の財務諸表を採用しております。ただ

し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。

連結財務諸表の作成にあたっては、上記子会社につい

ては、12月31日現在の財務諸表を採用しております。た

だし、連結決算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っております。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　　　その他有価証券

　　　　　　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　　　その他有価証券

　　　　　　時価のあるもの

同左

　　　　　　時価のないもの

　　　　　　　移動平均法による原価法

　　　　　　時価のないもの

　　　　　　　同左

　　②　デリバティブ

　　　　　時価法

　　②　デリバティブ

　　　　　同左

　　③　たな卸資産

　　　　商品、原材料

　　　　　主として移動平均法による原価法（貸借対照

　　　　表価額については収益性の低下に基づく簿価切

　　　　下げの方法）

　　　　製品、仕掛品

　　　　　主として総平均法による原価法（貸借対照

　　　　表価額については収益性の低下に基づく簿価切

　　　　下げの方法）

　　　　貯蔵品

カタログについては、主として最終仕入原価法、

それ以外の貯蔵品については、総平均法による

原価法

　　③　たな卸資産

　　　　商品、原材料

　　　　　同左

　　　　

 

　　　　製品、仕掛品

　　　　　同左

　　　　

 

　　　　貯蔵品

同左

（会計方針の変更）

　当連結会計年度より、「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　

企業会計基準第９号）を適用し、評価基準について

は、原価法から原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）に変更しております。

　これに伴う、営業利益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益に与える影響は軽微であります。

　

(注)　スルガセイキ(上海)有限公司及びスルガセイキ(広州)有限公司の社名は本来中国漢字でありますが、電子データ

での表記が不可能なため、カタカナに代えて記載しております。
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　 前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

国内子会社は主として定率法を採用し、在外連結
子会社は主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　３年～45年
機械装置及び運搬具　　４年～10年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 　①　有形固定資産

同左

 
 
 

また、一部の連結子会社は、平成19年３月31日以前に
取得したものについては、償却可能限度額まで償却
が終了した翌年から５年間で均等償却する方法を適
用しております。

　

　　②　無形固定資産

ソフトウェア(自社利用分)については、社内にお
ける利用可能期間(５年)による定額法によっており
ます。
その他の無形固定資産については、定額法を適用

しております。

　　②　無形固定資産

同左

 

　(3) 重要な繰延資産の処理方法

　株式交付費は、支出時に全額費用処理しておりま

　　す。

　(3) 重要な繰延資産の処理方法

　　同左

　(4) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権
については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定
の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

　(4) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左

　　②　賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた
め、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分
を計上しております。

　　②　賞与引当金

同左

　　③　役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、
支給見込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計
上しております。

　　③　役員賞与引当金

同左
 

 

　　④　退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における退職給付債務見込額に基づき、当連結会
計年度末において発生していると認められる額を計
上しております。
　数理計算上の差異については、発生した会計年度に
おいて費用処理しております。ただし、一部の連結子
会社については、発生した会計年度から10年間で費
用処理することとしております。

　　④　退職給付引当金

同左
 
 
 
 
 
 
 
 

　　⑤　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基
づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

　　⑤　役員退職慰労引当金

同左
 

 
　　⑥　事業整理損失引当金

事業の終了に伴う損失に備えるため、損失見込額
を計上しております。

　　――――――――
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　 前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決算日の直

物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部

における為替換算調整勘定に含めております。

　(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の

基準

　　同左

　(6) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりま

す。

　(6) 消費税等の会計処理

　  同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時

価評価法を採用しております。

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

    同左

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

のれんは、５年間で均等償却しております。

６　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

    同左

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期

的な投資からなっております。

７　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

  　同左

　
【会計処理の変更】

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(リース取引に関する会計基準等)
　当連結会計年度より、「リース取引に関する会計基
準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業
会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及
び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業
会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公
認会計士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改
正））を適用しております。

　　なお、平成20年３月31日以前に取引を開始した所有権
移転外ファイナンス・リース取引については、通常の
賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており
ます。

　　これに伴う、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期
純利益に与える影響はありません。

 
              　――――――――
   
 
 
 

　　
　
　

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関
する当面の取扱い)
　当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在
外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会
計基準委員会　平成18年５月17日　実務対応報告第18
号）を適用しております。

　　これに伴う、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期
純利益に与える影響は軽微であります。

            
                ――――――――
   
 

　

　　　　　　―――――――――
 

 

(退職給付に係る会計基準の適用)
　当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準の一
部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７
月31日）」を適用しております。
  これに伴う、営業利益、経常利益及び税金等調整前当
期純利益に与える影響は軽微であります。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(連結貸借対照表)
　財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成
20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴
い、前連結会計年度において「たな卸資産」として掲
記されたものは、当連結会計年度から「商品及び製
品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記して
おります。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含
まれる「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵
品」は、それぞれ7,499百万円、450百万円、3,177百万円
です。

            
                ――――――――
   
 

　

(連結損益計算書)
　前連結会計年度において区分掲記しておりました
「保険返戻金」（当連結会計年度17百万円）は、金額
が僅少となったため、営業外収益の「雑収入」に含め
て表示しております。

(連結損益計算書)       
　前連結会計年度において営業外費用の雑損失に含め
ておりました「賃貸損失」（前連結会計年度74百万
円）は、重要性が増したため区分掲記しております。

　　前連結会計年度において区分掲記しておりました「事
業整理損」（当連結会計年度23百万円）は、金額が僅
少となったため、特別損失の「その他」に含めて表示
しております。

(連結キャッシュ・フロー計算書)
　前連結会計年度において区分掲記しておりました投
資活動によるキャッシュ・フローの「有価証券の取得
による支出」、「投資有価証券の取得による支出」は、
取引の状況に即した記載とするため、当連結会計年度
より「有価証券及び投資有価証券の取得による支出」
として表示しております。

            
                ――――――――
   
 

　

【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

※１　投資有価証券のうち、非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 411百万円

※１　投資有価証券のうち、非連結子会社及び関連会社に

対するものは次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 502百万円

※２　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示

しております。

※２　減価償却累計額には、減損損失累計額を含めて表示

しております。

※３　のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。

相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 1,544百万円

負ののれん △135百万円

(差引)のれん 1,408百万円

※３　のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。

相殺前の金額は次のとおりであります。

のれん 739百万円

負ののれん △69百万円

(差引)のれん 670百万円

※４　（担保資産）

このうち、１年内返済予定の長期借入金130百万円及

び長期借入金430百万円の担保に供しているものは、

次のとおりであります。

建物及び構築物 389百万円（帳簿価額）

　

　　　　　　　　――――――――
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(連結損益計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目
運賃荷造費 5,051百万円
広告宣伝費 2,548百万円
給料手当 6,266百万円
貸倒引当金繰入 71百万円
賞与引当金繰入 696百万円
役員賞与引当金繰入 127百万円
退職給付費用 388百万円
役員退職慰労引当金繰入 60百万円
業務委託料 3,686百万円
有形固定資産減価償却費 563百万円
無形固定資産減価償却費 428百万円
のれん償却額 738百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目
運賃荷造費 3,882百万円
広告宣伝費 1,945百万円
給料手当 6,438百万円
貸倒引当金繰入 50百万円
賞与引当金繰入 824百万円
役員賞与引当金繰入 179百万円
退職給付費用 600百万円
役員退職慰労引当金繰入 64百万円
業務委託料 2,740百万円
有形固定資産減価償却費 440百万円
無形固定資産減価償却費 567百万円
のれん償却額 738百万円

※２　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は次の
とおりであります。
研究開発費 605百万円

※２　販売費及び一般管理費に含まれる研究開発費は次の
とおりであります。
研究開発費 275百万円

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
機械装置及び運搬具 0百万円

※３　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
土地 12百万円
機械装置及び運搬具 46百万円
工具器具及び備品 1百万円

計 59百万円
※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

工具器具及び備品 4百万円
※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 3百万円

工具器具備品 0百万円

計 3百万円

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 10百万円
機械装置及び運搬具 7百万円
工具器具及び備品 10百万円
ソフトウエア 11百万円

計 39百万円

※５　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。
機械装置及び運搬具 3百万円
工具器具及び備品 2百万円
ソフトウエア 24百万円

計 30百万円

※６　減損損失の内訳は次のとおりであります。
　当連結会計年度において、以下の資産グループについ
て減損損失を計上しました。　

用途 種類 場所

金型部品工場 土地及び建物等 福島県いわき市

(1) 資産のグルーピングの方法
　資産のグルーピングは、事業の種類別セグメントを基
礎に行っております。ただし、遊休資産については、個
別の物件ごとにグルーピングしております。

(2) 減損損失の認識に至った経緯
　今後の収益構造の更なる改善のため、また黒字体質の
確立は難しいと判断し、土地については不動産鑑定士
による不動産鑑定評価額等により評価し、それ以外の
資産につきましては帳簿価額を減損損失として計上し
ております。
　なお、その内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 256百万円
機械装置及び運搬具 123百万円
工具器具備品 25百万円
土地 28百万円
ソフトウエア 7百万円
特許権 0百万円
リース資産 98百万円

計 541百万円

※６　減損損失の内訳は次のとおりであります。
　当連結会計年度において、以下の資産グループについ
て減損損失を計上しました。　

用途 種類 場所

遊休土地 土地 福島県いわき市

(1) 資産のグルーピングの方法
　資産のグルーピングは、事業の種類別セグメントを基
礎に行っております。ただし、遊休資産については、個
別の物件ごとにグルーピングしております。

(2) 減損損失の認識に至った経緯
　市場価格の下落により、上記の遊休資産の帳簿価額を
回収可能価額まで減額し、当該減少額316百万円を減損
損失として特別損失に計上しております。土地回収可
能価額については不動産鑑定士による不動産鑑定評価
額等により評価し計上しております。

　　　土地　　　　　　　　　　　　　　　　316百万円
 
 
 

 
 
 

※７　事業整理損の内訳は次のとおりであります。
　駿河精機株式会社のいわきファインテクノロジー事
業からの撤退に伴う引当金繰入額であります。
割増退職金支給見込額 127百万円
在庫除却損見込額 134百万円

計 262百万円

　　　　　　　　――――――――
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※８　特別損失その他の内訳は次のとおりであります。
過年度人件費 120百万円

※８　特別損失その他の内訳は次のとおりであります。
過年度人件費
事業整理損
電話加入権評価損
ゴルフ会員権評価損

11百万円
23百万円
5百万円
0百万円

　

計 42百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 88,921,084 97,600 ― 89,018,684

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　新株予約権の権利行使による増加　　　  　　　　　　　　　 97,600株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 383,776 782 192 384,366

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　　　　782株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　　　　　　192株

　
３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社

平成15年新株予約権 普通株式 762,900 ― 74,400688,500 ―

平成16年新株予約権 普通株式 843,400 ― 32,400811,000 ―

平成17年新株予約権 普通株式 1,197,000― 65,0001,132,000―

平成18年ストック・
オプションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― ―

平成19年ストック・
オプションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― 107

平成20年ストック・
オプションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― 49

合計 2,803,300― 171,8002,631,500157

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　目的となる株式の数の変動事由の概要

　　平成15、16及び17年新株予約権の減少のうち、権利行使によるものが91,900株、権利喪失によるものは79,900株

であります。
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成20年６月20日
定時株主総会

普通株式 1,062 12平成20年３月31日 平成20年６月23日

平成20年11月14日
取締役会

普通株式 886 10平成20年９月30日 平成20年12月15日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月18日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 265 3 平成21年３月31日 平成21年６月19日
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当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 89,018,684 ― ― 89,018,684

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 384,366 682 144 384,904

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　　　　682株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　　　　　　144株

　
３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当連結会計
年度末残高
（百万円）

前連結
会計年度末

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社

平成15年新株予約権 普通株式 688,500 ― 41,700646,800 ―

平成16年新株予約権 普通株式 811,000 ― 110,600700,400 ―

平成17年新株予約権 普通株式 1,132,000― 139,000993,000 ―

平成19年ストック・
オプションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― 107

平成20年ストック・
オプションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― 111

平成21年ストック・
オプションとしての
新株予約権

― ― ― ― ― 61

合計 2,631,500― 291,3002,340,200279

(注) １　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２　目的となる株式の数の変動事由の概要

　　平成15、16及び17年新株予約権の減少のうち、権利喪失によるものは291,300株であります。

　

　　
　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年６月18日
定時株主総会

普通株式 265 3 平成21年３月31日 平成21年６月19日

平成21年11月13日
取締役会

普通株式 177 2 平成21年９月30日 平成21年12月14日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月17日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 709 8 平成22年３月31日 平成22年６月18日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 23,357百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△1,041百万円

容易に換金可能でかつ価値の
変動についてわずかのリスク
しか負わない有価証券

354百万円

現金及び現金同等物 22,670百万円

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 27,603百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△17,049百万円

容易に換金可能でかつ価値の
変動についてわずかのリスク
しか負わない有価証券

354百万円

現金及び現金同等物 10,908百万円
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(リース取引関係)
　

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

 （借主側）

　リース取引に関する会計基準適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引

 （借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

（単位：百万円）

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

機械装置
及び運搬具

1,453 926 526

その他 191 150 40

合計 1,6441,077 567
 

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

（単位：百万円）

　
取得価額
相当額

減価償却
累計額
相当額

期末残高
相当額

機械装置
及び運搬具

926 632 294

その他 108 90 17

合計 1,034 722 312
 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 238百万円

１年超 344百万円

合計 583百万円
 

②　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 141百万円

１年超 178百万円

合計 319百万円
 

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 444百万円

減価償却費相当額 411百万円

支払利息相当額 28百万円

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 223百万円

減価償却費相当額 212百万円

支払利息相当額 6百万円
 

④　減価償却費相当額の算定方法

減価償却費相当額は、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によっております。
 

④　減価償却費相当額の算定方法

同左

⑤　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。

⑤　利息相当額の算定方法

同左

１　ファイナンス・リース取引

該当事項はありません。

１　ファイナンス・リース取引

該当事項はありません。

２　オペレーティング・リース取引

 （借主側）
　未経過リース料

１年以内 110百万円

１年超 41百万円

合計 152百万円

２　オペレーティング・リース取引

 （借主側）
　未経過リース料

１年以内 104百万円

１年超 145百万円

合計 250百万円
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(金融商品関係)

　当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日） 

　（追加情報） 

   　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10

　　 日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用方針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20　

　　 年３月10日）を適用しております。 

 １．金融商品の状況に関する事項 

（1）金融商品に対する取組方針 

   　当社グループは、主に自動化事業部品、金型部品事業部品、エレクトロニクス事業部品、多角

　　 化事業部品の企画・販売事業を行っており、事業遂行上の設備投資計画については原則自己資金

     を充当しております。また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しており、投機的な取

     引は行わない方針であります。デリバティブ取引は、為替の変動リスクをヘッジする目的のみに

     利用する方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク 

 　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。営業債務であ

     る支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。また、グローバルに事業を展開して

　　 いることから、外貨建営業債権・債務を保有しており、為替変動リスクに晒されています。当社

     グループでは、原則外貨建営業債権・債務をネットしたポジションについて先物為替予約を利用

     して為替変動リスクをヘッジしております。有価証券及び投資有価証券は、主に日本国債であり

　　 、市場価格の変動リスクに晒されていますが、安定的な運用方針の下、投機的な売買は行ってお

     りません。

（3）金融商品に係るリスク管理体制 

　　① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

　　　 当社グループは、販売管理規程に従い、営業管理部門が取引先の状況を定期的にモニタリン

　　　 グし、取引相手毎に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の

       早期把握や軽減を図っております。有価証券及び投資有価証券は、資金運用規程に従い、主に

       格付の高い債券を対象としているため、信用リスクは僅少であります。

　　　 　デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格付の高い大手金融

　　 　機関とのみ取引を行っており、当社では重要な信用リスクはないと判断しております。当期の

　　 　連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価

　　 　額により表わされています。

　　② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

　　　 当社グループは、外貨建の営業債権・債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リ

　　　 スクに対し、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。有価証券及び投資有価

 　　　証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直して

　 　　おります。デリバティブ取引については、現状先物為替予約のみ取扱っております。またその

　 　　目的は、実需の外貨建債権・債務のヘッジに限定しています。当社のデリバティブ業務に関す

 　　　るリスク管理については、ファイナンス室内の財務担当者による相互牽制及びチェックにより

 　　　行われています。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

　　　 当社グループは、各部署からの報告に基づきファイナンス室が定期的に資金繰計画を作成・

　　　 更新するとともに、必要な手許流動性を算定し、その金額を維持することで流動性リスクを管

　　　 理しております。

（4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　   金融商品の時価は、市場価格に基づく価額で、市場動向によって価額が変動することもあり

       ます。また、「デリバティブ取引関係注記」におけるデリバティブ取引に関する契約額等につ

       いては、その金額自体がデリバティブの取引に係る市場リスクを示すものではありません。
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 ２．金融商品の時価等に関する事項 

 　　　平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの　　　　

　　  差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められ

      るものは、次表には含まれていません。（注２）をご参照ください。

                                        　　　　　     （単位：百万円）

区分
連結貸借対照表計上額

（＊１）
時価
（＊１）

差額

　（1） 現金及び預金 27,603 27,603 ―

　（2） 受取手形及び売掛金 22,071 22,071 ―

　（3） 有価証券及び投資有価証券 10,555 10,555 ―

　（4） 支払手形及び買掛金 （7,197） （7,197） ―

　（5） デリバティブ取引 （＊２） （195） （195） ―

　　（＊１） 負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　　（＊２） デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しております。

　

（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブに関する事項

　　（1）現金及び預金、（2）受取手形及び売掛金 

　 　　　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

　　　　 によっております。 

　　（3）有価証券及び投資有価証券

　　 　　これらの時価について株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格又は取引

　　 　　金融機関から提示された価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する注

　　 　　記事項については「有価証券関係」注記をご参照ください。　

　　（4）支払手形及び買掛金 

　　　　 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

　　　　 によっております。

　　（5）デリバティブ取引 

　　　 　「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。 

　

（注２） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

        　　    　　　　　　　　　　　　  （単位：百万円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 509

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）有価証券及

び投資有価証券」には含めておりません。

　

（注３） 金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

　（1）現金及び預金 27,603 ― ― ―

　（2）受取手形及び売掛金 22,071 ― ― ―

　（3）有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

　　 その他有価証券のうち満期がある債券 　 　 　 　

　 　　①債券　 　 　 　 　

　　　 　　　国債等 2,009 3,060 ― ―

　　　 　　　社債 2,990 ― ― ―

　  　 ②その他 48 38 ― 56

合計 54,721 3,099 ― 56
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(有価証券関係)

(前連結会計年度)

(1) その他有価証券で時価のあるもの(平成21年３月31日現在)

　 　 　 (単位：百万円)

　 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 　 　

①　株式 97 110 13

②　債券 　 　 　

　　　国債 5,516 5,550 33

　　　社債 2,492 2,495 3

③　その他 455 540 84

小計 8,562 8,696 134

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 　 　

①　株式 11 9 △2

②　債券 　 　 　

　　　国債 510 510 △0

　　　社債 1,511 1,475 △36

③　その他 498 395 △103

小計 2,532 2,390 △142

合計 11,095 11,087 △7

(注)　有価証券の減損処理にあたっては、連結会計年度末日の時価が取得原価に比べ50％以上下落したものおよび

時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落しているもののうち時価の回復可能性があると判断されるも

のを除き減損処理を行うこととしております。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、有価証券評価

損13百万円を計上しております。

(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　 　 (単位：百万円)

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

106 1 22

(3) 時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額(平成21年３月31日現在)

　 (単位：百万円)

　 連結貸借対照表計上額

その他有価証券 　

マネー・マネージメントファンド等 354

非上場国内株式 6

(4) その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額

　　(平成21年３月31日現在)

(単位：百万円)

　 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

①　債券 　 　 　 　

国債・地方債等 2,000 4,000 ― ―

社債 2,994 ― ― ―

②　その他 32 37 ― 55

合計 5,027 4,037 ― 55
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(当連結会計年度)

(1) その他有価証券(平成22年３月31日)

　 　 　 (単位：百万円)

　 連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの) 　 　

①　株式 107 126 18

②　債券 　 　 　

　　　国債 5,040 5,070 30

　　　社債 994 996 2

③　その他 556 667 110

小計 6,699 6,860 161

(連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの) 　 　

①　株式 1 0 △0

②　債券 　 　 　

　　　国債 0 0 ―

　　　社債 3,008 2,994 △13

③　その他 748 699 △48

小計 3,757 3,694 △63

合計 10,457 10,555 98

(注)　有価証券の減損処理にあたっては、連結会計年度末日の時価が取得原価に比べ50％以上下落したものおよび

時価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落しているもののうち時価の回復可能性があると判断されるも

のを除き減損処理を行うこととしております。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、有価証券評価

損０百万円を計上しております。

　(2) 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　 　 　 (単位：百万円)

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

         その他   5  0 ―

合計   5  0 ―
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

１　取引の状況に関する事項

(1)取引の内容・取引の利用目的

　当社は外貨建債権債務の為替の変動リスクのヘッジのために先物為替予約取引を利用しております。

(2)取引に対する取組方針

　当社は為替の変動リスクをヘッジする目的にのみデリバティブ取引を利用する方針をとっております。

(3)取引に対するリスクの内容

　当社が利用している先物為替予約取引は、為替相場変動によるリスクを有していないと認識しております。

当社は高格付けを有する大手金融機関のみと取引を行っており、経営陣は重要な信用リスクはないと判断し

ております。

(4)取引に係るリスク管理体制

　当社のデリバティブ業務に関するチェックはファイナンス室内の財務担当者の間の相互牽制とチェックに

より行われております。

(5)取引の時価等に関する補足説明

　契約額等は、この金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスク量を示すものではありません。

　

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度末　(平成21年３月31日現在)

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額のうち
１年超(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取引
以外
の取引

為替予約取引 　 　 　 　

売建 　 　 　 　

米ドル 451 ― 463 12

英ポンド 24 ― 25 1

ユーロ 154 ― 166 11

香港ドル 18 ― 19 0

シンガポールドル 56 ― 57 0

買建 　 　 　 　

日本円 383 ― 355 △27

合  計 1,088 ― 1,088 △0

 (注）時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。
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当連結会計年度　(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円）

区分 種類 契約額等
契約額のうち
１年超

時価 評価損益

市場取引
以外
の取引

為替予約取引 　 　 　 　

売建 　 　 　 　

米ドル 2,945 ― △108 △108

ユーロ 188 ― △4 △4

香港ドル 35 ― △1 △1

シンガポールドル 106 ― △5 △5

買建 　 　 　 　

日本円 1,149 ― △74 △74

合  計 4,425 ― △195 △195

(注)　時価の算定方法は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

　

２　ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　　　　該当事項はありません。
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(退職給付関係)

　

前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　　当社および連結子会社の退職金制度は退職一時金制度

を採用しております。

　　　また、一部の子会社においては、退職一時金および適格

退職年金制度で構成されております。
 

１　採用している退職給付制度の概要

　　　当社および連結子会社の退職金制度は退職一時金制度

及び厚生年金基金制度を採用しております。

　また、一部の子会社においては、退職一時金、適格退

職年金制度及び厚生年金基金制度で構成されており

ます。

 

　なお、当社及び一部の連結子会社の加入する厚生年

金基金（代行部分を含む）は総合設立方式であり、自

社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算す

ることができないため、退職給付に係る会計基準（企

業会計審議会：平成10年６月16日）注解12（複数事

業主制度の企業年金について）により、年金基金への

要拠出額を退職給付費用として処理しております。

 
　・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事　
　　業主制度に関する事項
　　　当社においては日本金属プレス工業厚生年金基金　　　
　　に加入しており、国内連結子会社においては静岡県
　　中部機械工業厚生年金基金に加入しております。
 
　　
　　(1)制度全体の積立状況に関する事項
　　　　（平成21年３月31日現在）
　　　・日本金属プレス工業厚生年金基金
　　年金資産の額　　　　　　　　　　　55,533百万円　　
　　年金財政計算上の給付債務の額      77,701百万円
　　差引額　　　　　　　　　　　　　△22,168百万円
 
　　　・静岡県中部機械工業厚生年金基金
　　年金資産の額　　　　　　　　　　　16,297百万円　　　　
　　年金財政計算上の給付債務の額      26,978百万円
　　差引額　　　　　　　　　　　　　△10,681百万円
 
　　(2)制度全体に占める当社グル－プの掛金拠出割合
         (平成21年３月31日現在）
　　　・日本金属プレス工業厚生年金基金   5.03％
　　　・静岡県中部機械工業厚生年金基金  10.09％
 
　　(3)補足説明
　　 ・日本金属プレス工業厚生年金基金の差額の要因
　　 は、年金財政計算上の過去勤務債務残高22,168百　
 　　万円であります。本制度における過去勤務債務の
　　 償却方法は、期間19年の元利均等償却でありま
　　 す。
　　 ・静岡県中部機械工業厚生年金基金の差額の主な
 　　要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高
 　　10,681百万円であります。本年度における過去勤
 　　務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であ
 　　ります。
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前連結会計年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 2,314百万円

年金資産 △631百万円

未認識数理計算上の差異 △74百万円

退職給付引当金 1,607百万円

２　退職給付債務に関する事項

退職給付債務 2,336百万円

年金資産 △521百万円

未認識数理計算上の差異 △86百万円

退職給付引当金 1,728百万円
 

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 339百万円

利息費用 27百万円

期待運用収益 △8百万円

数理計算上の差異の費用処理額 126百万円

退職給付費用 485百万円

３　退職給付費用に関する事項

勤務費用 391百万円

利息費用 32百万円

期待運用収益 △10百万円

数理計算上の差異の費用処理額 55百万円

厚生年金拠出額 209百万円

退職給付費用 680百万円
 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　(1) 退職給付見込額の期間配分方法 ： 期間定額基準

　(2) 割引率 ： 1.5％

　(3) 期待運用収益率 ： 1.7％

　(4) 数理計算上の差異については、発生した年度におい

て費用処理しております。ただし、一部の連結子会社

については、発生した年度から10年間で費用処理する

こととしております。

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

　(1) 退職給付見込額の期間配分方法 ： 期間定額基準

　(2) 割引率 ： 1.1％～1.6％

　(3) 期待運用収益率 ： 1.3％

　(4) 数理計算上の差異については、発生した年度におい

て費用処理しております。ただし、一部の連結子会社

については、発生した年度から10年間で費用処理する

こととしております。
 

　

前へ　　　次へ
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(ストック・オプション等関係)

前連結会計年度（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　１　当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　　　　　  47百万円
　
　２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　　(1) ストック・オプションの内容

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年６月20日平成15年６月20日平成16年６月22日平成16年６月22日

付与対象者の区分

及び人数
当社取締役１名

当社取締役４名
当社従業員119名
当社子会社取締役
１名

当社取締役２名

当社従業員３名

当社取締役４名

当社従業員139名

株式の種類

及び付与数

普通株式

450,000株

普通株式

600,000株

普通株式

552,000株

普通株式

497,200株

付与日 平成15年７月１日 平成15年12月１日平成16年７月１日 平成17年３月15日

権利確定条件 注１ 注１ 注１ 注１

対象勤務期間 注２ 注２ 注２ 注２

権利行使期間
平成17年８月１日

～平成22年７月31日

平成17年８月１日

～平成22年７月31日

平成18年８月１日

～平成23年７月31日

平成18年８月１日

～平成23年７月31日
　

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年６月23日平成17年６月23日平成18年６月23日平成19年６月21日

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役２名

当社従業員１名

当社取締役２名

当社従業員166名
当社取締役６名 当社取締役６名

株式の種類

及び付与数

普通株式

489,000株

普通株式

708,400株

普通株式

92,900株

普通株式

280,000株

付与日 平成17年７月１日 平成18年３月１日 平成18年７月12日平成19年７月12日

権利確定条件 注１ 注１ 注１ 注１

対象勤務期間 注２ 注２ 注２ 注２

権利行使期間
平成19年８月１日

～平成24年７月31日

平成19年８月１日

～平成24年７月31日

平成19年７月１日

～平成20年６月30日

平成21年８月１日

～平成26年７月31日
　

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 　
決議年月日 平成19年12月17日(注４)平成20年６月20日平成20年11月19日(注５)　
付与対象者の区分

及び人数

当社及び完全子会

社従業員15名
当社取締役８名

当社及び完全子会

社従業員21名
　

株式の種類

及び付与数

普通株式

60,000株

普通株式

440,000株

普通株式

104,000株
　

付与日 平成20年１月11日平成20年７月11日平成20年12月８日　
権利確定条件 注３ 注３ 注３ 　

対象勤務期間
平成20年１月11日

～平成22年１月31日

平成20年７月11日

～平成22年７月31日

平成20年12月８日

～平成22年12月31日
　

権利行使期間
平成22年２月１日

～平成27年１月31日

平成22年８月１日

～平成27年７月31日

平成23年１月１日

～平成28年12月31日
　

　　 (注) １　権利確定条件は付されておりません。
　　　　　２　対象勤務期間の定めはありません。

　　３　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社または当社の子会社若しくは関連会社の役員
または従業員の地位にあることを要する。ただし、権利行使時において当該地位に存しない場合といえ
ども、退任日または退職日の翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期
間に限り、権利を行使することができる。また、新株予約権の割当を受けた者は、次の①～④に該当した
場合、権利を行使することができない。
　①新株予約権の行使期間の到来前に当社、または当社の子会社若しくは関連会社の役員または従業
　　員の地位を喪失した場合
　②当社、または当社の子会社若しくは関連会社の役員を解任された場合
　③新株予約権の割当を受けた者が、新株予約権を放棄することを書面により当社に申請した場合
　④新株予約権の割当を受けた者が、自ら破産手続開始を申し立てた場合または破産手続開始決定
　　を受けた場合

　　　　　４　平成19年12月17日の取締役会決議により付与されたものであります。
　　　　　５　平成20年11月19日の取締役会決議により付与されたものであります。
　　　　　６　上記の付与数は株式分割による増加を反映したものであります。
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　(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）
会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年６月20日平成15年６月20日平成16年６月22日平成16年６月22日

権利確定前 　 　 　 　
　前連結会計年度末 ― ― ― ―

　株式分割 ― ― ― ―

　付与 ― ― ― ―

　失効 ― ― ― ―

　権利確定 ― ― ― ―

　未確定残 ― ― ― ―

権利確定後 　 　 　 　
　前連結会計年度末 441,600 321,300 503,600 339,800

　株式分割 ― ― ― ―

　権利確定 ― ― ― ―

　権利行使 ― 66,900 ― 25,000

　失効 ― 7,500 ― 7,400

　未行使残 441,600 246,900 503,600 307,400
　

（単位：株）

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年６月23日平成17年６月23日平成18年６月23日平成19年６月21日

権利確定前 　 　 　 　
　前連結会計年度末 ― ― ― ―

　株式分割 ― ― ― ―

　付与 ― ― ― ―

　失効 ― ― ― ―

　権利確定 ― ― ― ―

　未確定残 ― ― ― ―

権利確定後 　 　 　 　
　前連結会計年度末 489,000 708,000 5,700 280,000

　株式分割 ― ― ― ―

　権利確定 ― ― ― ―

　権利行使 ― ― 5,700 ―

　失効 ― 65,000 ― ―

　未行使残 489,000 643,000 ― 280,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：株）

会社名 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成19年12月17日平成20年６月20日平成20年11月19日

権利確定前 　 　 　
　前連結会計年度末 60,000 ― ―

　株式分割 ― ― ―

　付与 ― 440,000 104,000

　失効 14,000 ― ―

　権利確定 ― ― ―

　未確定残 46,000 440,000 104,000

権利確定後 　 　 　
　前連結会計年度末 ― ― ―

　株式分割 ― ― ―

　権利確定 ― ― ―

　権利行使 ― ― ―

　失効 ― ― ―

　未行使残 ― ― ―
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②　単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年６月20日平成15年６月20日平成16年６月22日平成16年６月22日

権利行使価格（円） 1,394 1,742 1,795 1,735

行使時平均株価（円） ― 1,987 ― 1,938

付与日における

公正な評価単価（円）
― ― ― ―

　
会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年６月23日平成17年６月23日平成18年６月23日平成19年６月21日

権利行使価格（円） 1,785 2,534 １ 2,219

行使時平均株価（円） ― ― 1,959 ―

付与日における

公正な評価単価（円）
― ― 2,018 384

　
会社名 提出会社 提出会社 提出会社 　
決議年月日 平成19年12月17日平成20年６月20日平成20年11月19日　
権利行使価格（円） 2,027 2,073 1,576　
行使時平均株価（円） ― ― ― 　
付与日における

公正な評価単価（円）
305 286 87　

　
　

３　当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 平成20年６月20日決議（平成20年７月11日付与分）
(1) 使用した算定技法
ブラック・ショールズ式

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法
①　株価変動性　　　　　   23.69％
平成15年12月～平成20年６月までの株価実績に基づき算定しております。

②　予想残存期間　　　　   4.56年
権利行使期間の中間点において行使されるものと推定して見積もっております。

③　予想配当　　　　　　 　23円／株
直近１年間の配当実績に基づいております。

④　無リスク利子率　　　   1.12％
予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りを使用しております。

(2) 平成20年６月20日決議（平成20年12月８日付与分）
(1) 使用した算定技法
ブラック・ショールズ式

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法
①　株価変動性　　　　　   24.74％
平成15年11月～平成20年11月の株価実績に基づき算定しております。

②　予想残存期間　　　　   5.07年
権利行使期間の中間点において行使されるものと推定して見積もっております。

③　予想配当　　　　　　 　22円／株
直近１年間の配当実績に基づいております。

④　無リスク利子率　　　   0.90％
予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りを使用しております。

　

４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採

用しております。
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当連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）
　１　当連結会計年度における費用計上額及び科目名
　販売費及び一般管理費（株式報酬費用）　　　　   　 122百万円

　

　２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況
　(1) ストック・オプションの内容
会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年６月20日平成15年６月20日平成16年６月22日平成16年６月22日

付与対象者の区分

及び人数
当社取締役１名

当社取締役４名
当社従業員119名
当社子会社取締役１
名

当社取締役２名

当社従業員３名

当社取締役４名

当社従業員139名

株式の種類

及び付与数

普通株式

450,000株

普通株式

600,000株

普通株式

552,000株

普通株式

497,200株

付与日 平成15年７月１日 平成15年12月１日平成16年７月１日 平成17年３月15日

権利確定条件 注１ 注１ 注１ 注１

対象勤務期間 注２ 注２ 注２ 注２

権利行使期間
平成17年８月１日

～平成22年７月31日

平成17年８月１日

～平成22年７月31日

平成18年８月１日

～平成23年７月31日

平成18年８月１日

～平成23年７月31日
　

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年６月23日平成17年６月23日平成19年６月21日平成19年12月17日(注４)

付与対象者の区分

及び人数

当社取締役２名

当社従業員１名

当社取締役２名

当社従業員166名
当社取締役６名

当社及び完全子会

社従業員15名

株式の種類

及び付与数

普通株式

489,000株

普通株式

708,400株

普通株式

280,000株

普通株式

60,000株

付与日 平成17年７月１日 平成18年３月１日 平成19年７月12日平成20年１月11日

権利確定条件 注１ 注１ 注１ 注３

対象勤務期間 注２ 注２ 注２
平成20年１月11日

～平成22年１月31日

権利行使期間
平成19年８月１日

～平成24年７月31日

平成19年８月１日

～平成24年７月31日

平成21年８月１日

～平成26年７月31日

平成22年２月１日

～平成27年１月31日
　

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成20年６月20日平成20年11月19日(注５)平成21年６月18日平成21年７月21日(注６)

付与対象者の区分

及び人数
当社取締役８名

当社及び完全子会

社従業員21名
当社取締役７名

当社及び完全子会

社従業員31名

株式の種類

及び付与数

普通株式

440,000株

普通株式

104,000株

普通株式

486,000株

普通株式

143,000株

付与日 平成20年７月11日平成20年12月８日平成21年７月10日平成21年８月10日

権利確定条件 注３ 注３ 注３ 注３

対象勤務期間
平成20年７月11日

～平成22年７月31日

平成20年12月８日

～平成22年12月31日

平成21年７月10日

～平成23年７月31日

平成21年８月10日

～平成23年８月31日

権利行使期間
平成22年８月１日

～平成27年７月31日

平成23年１月１日

～平成28年12月31日

平成23年８月１日

～平成28年７月31日

平成23年９月１日

～平成28年８月31日

　　 (注) １　権利確定条件は付されておりません。
　　　　　２　対象勤務期間の定めはありません。

　　３　新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時においても当社または当社の子会社若しくは関連会社の役員
または従業員の地位にあることを要する。ただし、権利行使時において当該地位に存しない場合といえ
ども、退任日または退職日の翌日の２年後の応答日または行使期間の満了日のいずれか早い日までの期
間に限り、権利を行使することができる。また、新株予約権の割当を受けた者は、次の①～④に該当した
場合、権利を行使することができない。
　①新株予約権の行使期間の到来前に当社、または当社の子会社若しくは関連会社の役員または従業
　　員の地位を喪失した場合
　②当社、または当社の子会社若しくは関連会社の役員を解任された場合
　③新株予約権の割当を受けた者が、新株予約権を放棄することを書面により当社に申請した場合
　④新株予約権の割当を受けた者が、自ら破産手続開始を申し立てた場合または破産手続開始決定
　　を受けた場合

　　　　　４　平成19年12月17日の取締役会決議により付与されたものであります。
　　　　　５　平成20年11月19日の取締役会決議により付与されたものであります。
　　　　　６　平成21年７月21日の取締役会決議により付与されたものであります。
　　　　　７　上記の付与数は株式分割による増加を反映したものであります。
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(2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

①　ストック・オプションの数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）
会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年６月20日平成15年６月20日平成16年６月22日平成16年６月22日

権利確定前 　 　 　 　
　前連結会計年度末 ― ― ― ―

　株式分割 ― ― ― ―

　付与 ― ― ― ―

　失効 ― ― ― ―

　権利確定 ― ― ― ―

　未確定残 ― ― ― ―

権利確定後 　 　 　 　
　前連結会計年度末 441,600 246,900 503,600 307,400

　株式分割 ― ― ― ―

　権利確定 ― ― ― ―

　権利行使 ― ― ― ―

　失効 ― 41,700 23,600 87,000

　未行使残 441,600 205,200 480,000 220,400

（単位：株）

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年６月23日平成17年６月23日平成19年６月21日平成19年12月17日

権利確定前 　 　 　 　
　前連結会計年度末 ― ― ― 46,000

　株式分割 ― ― ― ―

　付与 ― ― ― ―

　失効 ― ― ― 11,000

　権利確定 ― ― ― 35,000

　未確定残 ― ― ― ―

権利確定後 　 　 　 　
　前連結会計年度末 489,000 643,000 280,000 ―

　株式分割 ― ― ― ―

　権利確定 ― ― ― 35,000

　権利行使 ― ― ― ―

　失効 ― 139,000 ― ―

　未行使残 489,000 504,000 280,000 35,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：株）

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成20年６月20日平成20年11月19日平成21年６月18日平成21年７月21日

権利確定前 　 　 　 　
　前連結会計年度末 440,000 104,000 ― ―

　株式分割 ― ― ― ―

　付与 ― ― 486,000 143,000

　失効 40,000 27,000 ― 23,000

　権利確定 ― ― ― ―

　未確定残 400,000 77,000 486,000 120,000

権利確定後 　 　 　 　
　前連結会計年度末 ― ― ― ―

　株式分割 ― ― ― ―

　権利確定 ― ― ― ―

　権利行使 ― ― ― ―

　失効 ― ― ― ―

　未行使残 ― ― ― ―
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②　単価情報

会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成15年６月20日平成15年６月20日平成16年６月22日平成16年６月22日

権利行使価格（円） 1,394 1,742 1,795 1,735

行使時平均株価（円） ― ― ― ―

付与日における

公正な評価単価（円）
― ― ― ―

　
会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成17年６月23日平成17年６月23日平成19年６月21日平成19年12月17日

権利行使価格（円） 1,785 2,534 2,219 2,027

行使時平均株価（円） ― ― ― ―

付与日における

公正な評価単価（円）
― ― 384 305

　
会社名 提出会社 提出会社 提出会社 提出会社

決議年月日 平成20年６月20日平成20年11月19日平成21年６月18日平成21年７月21日

権利行使価格（円） 2,073 1,576 1,432 1,600

行使時平均株価（円） ― ― ― ―

付与日における

公正な評価単価（円）
286 87 272 356

　
　

３　当連結会計年度に付与されたストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

(1) 平成21年６月18日決議（平成21年７月10日付与分）
(1) 使用した算定技法
ブラック・ショールズ式

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法
①　株価変動性　　　　　   27.01％
平成16年11月～平成21年６月までの株価実績に基づき算定しております。

②　予想残存期間　　　　   4.56年
権利行使期間の中間点において行使されるものと推定して見積もっております。

③　予想配当　　　　　　 　13円／株
直近１年間の配当実績に基づいております。

④　無リスク利子率　　　   0.62％
予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りを使用しております。
　

(2) 平成21年７月21日決議（平成21年８月10日付与分）
(1) 使用した算定技法
ブラック・ショールズ式

(2) 使用した主な基礎数値及びその見積方法
①　株価変動性　　　　　   27.69％
平成16年12月～平成21年７月の株価実績に基づき算定しております。

②　予想残存期間　　　　   4.56年
権利行使期間の中間点において行使されるものと推定して見積もっております。

③　予想配当　　　　　　 　13円／株
直近１年間の配当実績に基づいております。

④　無リスク利子率　　　   0.68％
予想残存期間に対応する期間に対応する国債の利回りを使用しております。

　

４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採
用しております。

　

前へ　　　次へ
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1)流動資産 　

　 　繰延税金資産 　

　 　　棚卸資産評価損 303百万円

　 　　未払事業税 148百万円

　 　　賞与引当金 373百万円

　 　　未実現利益 158百万円

　 　　繰越欠損金 113百万円

　 　　その他有価証券評価差額金 2百万円

　 　　その他 284百万円

　 　繰延税金資産小計 1,383百万円

　 　　評価性引当金 △211百万円

　 　繰延税金資産合計 1,172百万円

　 　繰延税金負債 　

　 　　未収事業税 7百万円

　 　　その他 5百万円

　 　繰延税金負債合計 12百万円

　 　繰延税金資産の純額 1,159百万円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(1)流動資産 　

　 　繰延税金資産 　

　 　　棚卸資産評価損 337百万円

　 　　未払事業税 130百万円

　 　　賞与引当金 383百万円

　 　　棚卸資産に関する未実現利益 57百万円

　 　　繰越欠損金 15百万円

　 　　その他 108百万円

　 　繰延税金資産小計 1,033百万円

　 　　評価性引当金 △223百万円

　 　繰延税金資産合計 810百万円

　
　繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金

 
5百万円

　 　　その他 0百万円

　 　繰延税金負債合計 6百万円

　 　繰延税金資産の純額 803百万円

(2)固定資産 　

　 　繰延税金資産 　

　 　　退職給付引当金 614百万円

　 　　投資有価証券評価損 94百万円

　 　　減価償却超過額 427百万円

　 　　繰越欠損金 816百万円

　 　　貸倒引当金 41百万円

　 　　その他有価証券評価差額金 0百万円

　 　　その他 122百万円

　 　繰延税金資産小計 2,116百万円

　 　　評価性引当金 △769百万円

　 　繰延税金資産合計 1,346百万円

　 　繰延税金負債 　

　 　　固定資産に関する評価差額金 148百万円

　 　　その他 5百万円

　 　繰延税金負債合計 154百万円

　 　繰延税金資産の純額 1,192百万円

　

(2)固定資産 　

　 　繰延税金資産 　

　 　　退職給付引当金 683百万円

　 　　投資有価証券評価損 3百万円

　 　　減価償却超過額 420百万円

　 　　繰越欠損金 1,319百万円

　 　　貸倒引当金 36百万円

　 　　固定資産に関する未実現利益 42百万円

　 　　その他 128百万円

　 　繰延税金資産小計 2,633百万円

　 　　評価性引当金 △981百万円

　 　繰延税金資産合計 1,652百万円

　 　繰延税金負債 　

　
　　固定資産に関する評価差額金
　　その他有価証券評価差額金

22百万円
31百万円

　 　　その他 5百万円

　 　繰延税金負債合計 59百万円

　 　繰延税金資産の純額 1,592百万円
　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳
 

法定実効税率 40.7％

　 　（調整） 　

　 　　役員賞与否認 0.8％

　
　　スケジューリング不能
　　一時差異の増加

8.6％

　 　　のれん償却額 3.1％

　 　　子会社の適用税率差 △2.0％

　 　　その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 51.4％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳
 

法定実効税率 40.7％

　 　（調整） 　

　 　　役員賞与否認 0.9％

　
　　スケジューリング不能
　　一時差異の増加

5.5％

　 　　のれん償却額 3.9％

　 　　子会社の適用税率差 0.4％

　 　　その他 △1.4％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.0％

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(賃貸等不動産関係)

　　（追加情報）

当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号

平成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第23号　平成20年11月28日）を適用しております。

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　
自動化事業
(百万円)

金型
部品事業
(百万円)

エレクトロ
ニクス事業
(百万円)

光関連事業
(百万円)

多角化事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

58,40528,42410,2813,9718,958110,041 ― 110,041

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ― ―

計 58,40528,42410,2813,9718,958110,041 ― 110,041

　　営業費用 49,93827,0709,1553,6998,66798,531 492 99,024

　　営業利益 8,4661,3541,125 271 291 11,509(492)11,016

Ⅱ　資産、減価償却費、減
　　損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　 　

　　資産 28,14516,0692,6204,0623,13654,03432,04486,079

　　減価償却費 902 572 97 178 82 1,834 ― 1,834

　　減損損失 ― 541 ― ― ― 541 ― 541

　　資本的支出 2,3561,146 186 194 174 4,058 ― 4,058

(注) １　事業区分の方法

　　当社の事業区分の方法は、当社の社内管理区分をベースに商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分してお

ります。

２　各事業区分の主要製品
　

事業区分 製品名

自動化事業 リニアシャフト、プーリー、モーター、アルミフレーム等

金型部品事業 パンチ＆ダイ、スプリングガイド、エジェクタピン、コアピン、ガイド等

エレクトロニクス事業 接続用ケーブル、ハーネス、コネクタ、計測・制御機器部品等

光関連事業 ステージ、デバイス用ステージユニット、調芯システム、光センサー等

多角化事業 機械加工用工具、開業医・動物病院向け医療材料等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(492百万円)は、全額がのれん償却額でありま

す。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は32,044百万円であり、その主なものは、余剰運用資

金(現金預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、管理部門にかかる資産およびのれんなどでありま

す。

５　資本的支出は、当連結会計年度中に取得した有形固定資産及び無形固定資産の連結貸借対照表計上額を記載し

ております。
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    当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　
自動化事業
(百万円)

金型
部品事業
(百万円)

エレクトロ
ニクス事業
(百万円)

多角化事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

50,66622,7608,0797,67489,180 ― 89,180

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 50,66622,7608,0797,67489,180 ― 89,180

　　営業費用 43,92822,0136,9537,38380,279 492 80,772

　　営業利益 6,738 746 1,125 290 8,900 (492)8,408

Ⅱ　資産、減価償却費、減
　　損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

　　資産 36,28718,4263,0123,21260,93832,00292,940

　　減価償却費 1,103 568 95 111 1,878 ― 1,878

　　減損損失 ― 316 ― ― ― ― 316

　　資本的支出 2,1381,275 112 294 3,822 ― 3,822

(注)  １　事業区分の方法

　　当社の事業区分の方法は、当社の社内管理区分をベースに商品の系列及び市場の類似性を考慮して区分してお

ります。

 ２　各事業区分の主要製品
　

事業区分 製品名

自動化事業
シャフト、ブッシュ、リニアガイド、位置決め部品、プーリー、アルミフレーム、ス
テージ等

金型部品事業
パンチ＆ダイ、スプリングガイド、エジェクタピン、コアピン、ガイド、リテーナー
等

エレクトロニクス事業 接続用ケーブル、ハーネス、コネクタ、計測・制御機器部品等

多角化事業 機械加工用工具、開業医・動物病院向け医療材料等

　
 ３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(492百万円)は、全額がのれん償却額であ り

ます。

 ４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は32,002百万円であり、その主なものは、余剰

 運用資金(現金預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、管理部門にかかる資産およびのれんな

 どであります。

 ５　資本的支出は、当連結会計年度中に取得した有形固定資産及び無形固定資産の連結貸借対照表計上額を記

 載しております。
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６　事業区分の変更

事業区分については、商品の系列及び市場の類似性を考慮しておりますが、当連結会計年度より「光関連事

業」の全事業を「自動化事業」に含め、事業区分を前期の５区分から４区分に変更しております。この変更

は、近年「光関連事業」において顧客層・商品内容共に「自動化事業」と一致する度合いが高まり今後もこ

の傾向が続くと予想されること、また「光関連事業」における光関連売上が近年著しく減少し事業区分にお

ける重要性が乏しくなってきたこと、及び、経営管理上における事業群別も当期より「光関連事業」を「自

動化事業」に含めていることなどから、事業の実態に即した事業区分とすべく変更したものでなお、前連結

会計年度のセグメント情報を当連結会計年度において用いた事業区分の方法により区分した場合は下記の

通りになります。

　

  　　  前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　 　
自動化事業
(百万円)

金型
部品事業
(百万円)

エレクトロ
ニクス事業
(百万円)

多角化事業
(百万円)

合計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　 Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　 　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　
　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

62,37628,42410,2818,958110,041 ― 110,041

　
　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

　 計 62,37628,42410,2818,958110,041 ― 110,041

　 　　営業費用 53,63827,0709,1558,66798,531 492 99,024

　 　　営業利益 8,7371,3541,125 291 11,509(492)11,016

　
Ⅱ　資産、減価償却費、減
　　損損失及び資本的支出

　 　 　 　 　 　 　

　 　　資産 32,20716,0692,6203,13654,03432,04486,079

　 　　減価償却費 1,080 572 97 82 1,834 ― 1,834

　 　　減損損失 ― 541 ― ― 541 ― 541

　 　　資本的支出 2,5501,146 186 174 4,058 ― 4,058
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

北米・南米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

87,82416,0153,690 2,510110,041 ― 110,041

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

14,4304,463 1 8 18,904(18,904) ―

計 102,25520,4783,692 2,518128,945(18,904)110,041

　　営業費用 90,56620,0224,086 2,838117,513(18,488)99,024

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

11,689 456 △394 △319 11,432 (415)11,016

Ⅱ　資産 43,78215,8541,251 1,11862,00624,07386,079

(注) １　国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　(1) アジア…………台湾・シンガポール・中国・タイ・韓国・他のアジア諸国

　　(2) 北米・南米……アメリカ・カナダ・南米諸国

　　(3) ヨーロッパ……イギリス・ドイツ・他の欧州諸国

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(551百万円)は、全額がのれん償却額でありま

す。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は32,044百万円であり、その主なものは、親会社での

余資運用資金(現金預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、管理部門に係る資産およびのれんなど

であります。

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　
日本
(百万円)

アジア
(百万円)

北米・南米
(百万円)

ヨーロッパ
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

68,17315,3893,381 2,23589,180 ― 89,180

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

13,1352,619 4 0 15,759(15,759)―

計 81,30918,0093,385 2,235104,939(15,759)89,180

　　営業費用 71,82118,0893,726 2,51396,151(15,378)80,772

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

9,487 △79 △341 △277 8,788 (380) 8,408

Ⅱ　資産 49,74517,0851,223 1,54469,59823,34292,940

(注) １　国又は地域の区分は地理的近接度によっております。

２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　(1) アジア…………台湾・シンガポール・中国・タイ・韓国・他のアジア諸国

　　(2) 北米・南米……アメリカ・カナダ・南米諸国

　　(3) ヨーロッパ……イギリス・ドイツ・他の欧州諸国

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(551百万円)は、全額がのれん償却額でありま

す。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は32,002百万円であり、その主なものは、親会社での

余資運用資金(現金預金及び有価証券)、長期投資資金(投資有価証券)、管理部門に係る資産およびのれんなど

であります。
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【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日)

　

　 アジア 北米・南米 ヨーロッパ 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 17,790 4,049 2,664 24,504

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 110,041

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

16.2 3.7 2.4 22.3

(注) １　海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域

  　(1) アジア…………台湾・シンガポール・中国・タイ・韓国・他のアジア諸国

　　(2) 北米・南米……アメリカ・カナダ・南米諸国

　　(3) ヨーロッパ……イギリス・ドイツ・他の欧州諸国

　

当連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　

　 アジア 北米・南米 ヨーロッパ 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 16,337 3,413 2,236 21,987

Ⅱ　連結売上高(百万円) 　　　  ― ― ― 89,180

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

18.3 3.8 2.5 24.7

(注) １　海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域

　　(1) アジア…………台湾・シンガポール・中国・タイ・韓国・他のアジア諸国

　　(2) 北米・南米……アメリカ・カナダ・南米諸国

　　(3) ヨーロッパ……イギリス・ドイツ・他の欧州諸国

　

【関連当事者情報】

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 808.90円 853.70円

１株当たり当期純利益 52.89円 43.84円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

52.86円 43.80円

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度
(平成21年３月31日)

当連結会計年度
(平成22年３月31日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 71,853 75,946

普通株式に係る純資産額(百万円) 71,696 75,666

差額の主な内訳（百万円） 　 　
　新株予約権 157 279

普通株式の発行済株式数（千株） 89,018 89,018

普通株式の自己株式数（千株） 384 384

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（千株）

88,634 88,633

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

連結損益計算書上の当期純利益(百万円) 4,686 3,885

普通株式に係る当期純利益(百万円) 4,686 3,885

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 88,610 88,634
当期純利益調整額(百万円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の主要な内訳(千株)

　 　

　新株予約権 62 93

普通株式増加数(千株) 62 93

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式の概要

・平成15年６月20日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　 246千株
・平成16年６月22日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　 811千株
・平成17年６月23日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式 1,132千株
・平成19年６月21日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　 280千株
・平成19年12月17日取締
役会決議ストック・オプ
ション(新株予約権)
　　普通株式　  46千株
・平成20年６月20日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　 440千株

・平成15年６月20日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　205千株
・平成16年６月22日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　700千株
・平成17年６月23日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式  993千株
・平成19年６月21日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　280千株
・平成19年12月17日取締
役会決議ストック・オプ
ション(新株予約権)
　　普通株式　 35千株
・平成20年６月20日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　 400千株

・平成20年11月19日取締
役会決議ストック・オプ
ション(新株予約権)
　　普通株式　 77千株

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 1,301 1,200 0.96 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 130 ― ― ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

430 ― ― 　　　　　 　　　―

合計 1,861 1,200 ― ―

(注) １「平均利率」については、借入金等の期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。

　　 

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　
第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

(自 平成21年4月1日 
至 平成21年6月30日)

(自 平成21年7月１日
至 平成21年9月30日)

(自 平成21年10月１日
至 平成21年12月31日)

(自 平成22年1月1日
至 平成22年3月31日)

売上高 (百万円) 17,782 20,698 23,391 27,308

税金等調整前四半期
純利益金額

(百万円) 228 1,802 3,159 2,586

四半期純利益金額又
は四半期純損失金額
（△）

(百万円) △204 814 1,783 1,493

１株当たり四半期純
利益金額又は１株当
たり四半期純損失金
額（△）

(円) △2.31 9.18 20.12 16.85
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 818 2,042

有価証券 1,389 1,409

前払費用 9 1

繰延税金資産 178 76

関係会社短期貸付金 100 2,120

未収還付法人税等 509 208

未収入金 ※1
 409

※1
 662

その他 103 ※1
 95

流動資産合計 3,518 6,617

固定資産

投資その他の資産

投資有価証券 4,030 3,109

関係会社株式 32,943 32,943

関係会社長期貸付金 7,950 6,950

繰延税金資産 153 172

その他 0 0

投資その他の資産合計 45,076 43,175

固定資産合計 45,076 43,175

資産合計 48,595 49,792

負債の部

流動負債

短期借入金 800 800

未払金 ※1
 403

※1
 723

未払法人税等 5 24

預り金 5 5

賞与引当金 154 153

役員賞与引当金 127 182

その他 22 18

流動負債合計 1,518 1,906

固定負債

退職給付引当金 239 297

役員退職慰労引当金 611 666

固定負債合計 850 963

負債合計 2,369 2,870
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成21年３月31日)

当事業年度
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 4,681 4,681

資本剰余金

資本準備金 11,381 11,381

資本剰余金合計 11,381 11,381

利益剰余金

利益準備金 402 402

その他利益剰余金

別途積立金 27,400 27,400

繰越利益剰余金 2,933 3,442

利益剰余金合計 30,736 31,245

自己株式 △712 △713

株主資本合計 46,086 46,594

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △17 47

評価・換算差額等合計 △17 47

新株予約権 157 279

純資産合計 46,226 46,922

負債純資産合計 48,595 49,792

EDINET提出書類

株式会社　ミスミグループ本社(E02770)

有価証券報告書

103/124



②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業収益 ※1
 5,208

※1
 4,547

営業費用

販売費及び一般管理費 ※2
 3,088

※2
 3,690

営業利益 2,119 856

営業外収益

受取利息 101 112

有価証券利息 41 38

受取配当金 24 22

有価証券売却益 1 0

雑収入 8 17

営業外収益合計 177 192

営業外費用

支払利息 10 8

有価証券評価損 13 0

有価証券売却損 22 －

株式交付費 0 0

雑損失 5 0

営業外費用合計 51 9

経常利益 2,245 1,039

税引前当期純利益 2,245 1,039

法人税、住民税及び事業税 4 49

法人税等調整額 25 37

法人税等合計 30 86

当期純利益 2,215 952
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 4,595 4,681

当期変動額

新株の発行 85 －

当期変動額合計 85 －

当期末残高 4,681 4,681

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 11,295 11,381

当期変動額

新株の発行 85 －

当期変動額合計 85 －

当期末残高 11,381 11,381

資本剰余金合計

前期末残高 11,295 11,381

当期変動額

新株の発行 85 －

当期変動額合計 85 －

当期末残高 11,381 11,381

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 402 402

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 402 402

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 27,400 27,400

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 27,400 27,400

繰越利益剰余金

前期末残高 2,666 2,933

当期変動額

剰余金の配当 △1,948 △443

当期純利益 2,215 952

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 266 509

当期末残高 2,933 3,442
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 30,469 30,736

当期変動額

剰余金の配当 △1,948 △443

当期純利益 2,215 952

自己株式の処分 △0 △0

当期変動額合計 266 509

当期末残高 30,736 31,245

自己株式

前期末残高 △709 △712

当期変動額

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 △2 △0

当期末残高 △712 △713

株主資本合計

前期末残高 45,650 46,086

当期変動額

新株の発行 171 －

剰余金の配当 △1,948 △443

当期純利益 2,215 952

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の処分 0 0

当期変動額合計 435 508

当期末残高 46,086 46,594

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 188 △17

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△205 65

当期変動額合計 △205 65

当期末残高 △17 47

新株予約権

前期末残高 121 157

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 35 122

当期変動額合計 35 122

当期末残高 157 279
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成20年４月１日
　至 平成21年３月31日)

当事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

純資産合計

前期末残高 45,960 46,226

当期変動額

新株の発行 171 －

剰余金の配当 △1,948 △443

当期純利益 2,215 952

自己株式の取得 △2 △1

自己株式の処分 0 0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △169 188

当期変動額合計 265 696

当期末残高 46,226 46,922
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【重要な会計方針】

　

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

同左

　

　

時価のないもの

同左

２　繰延資産の処理方法

株式交付費は支出時に全額費用として処理しており

ます。

２　繰延資産の処理方法

同左

３　引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上し

ております。

３　引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

  同左　

(2) 役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上して

おります。

(2) 役員賞与引当金

　同左

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務見込額に基づき、当事業年度末に

おいて発生していると認められる額を計上しており

ます。

　数理計算上の差異については、発生した年度におい

て費用処理しております。

(3) 退職給付引当金

　同左

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備える為、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

(4) 役員退職慰労引当金

　　　同左

４　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりま

す。

４　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　同左

　

【会計処理の変更】

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

                 
               ――――――――
 

 

(退職給付に係る会計基準の適用)
　当事業年度より、「退職給付に係る会計基準の一部改
正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７月31
日）」を適用しております。
  これに伴う、営業利益、経常利益及び税引前当期純利
益に与える影響は軽微であります。

　

【表示方法の変更】 

　該当事項はありません。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

※１　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次の通りであります。

未収入金 409百万円

未払金 264百万円

※１　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは、次の通りであります。

未収入金

その他

661百万円

45百万円

未払金 501百万円

　

（損益計算書関係）

　

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。

営業収益 5,198百万円

 

※１　関係会社との取引に係るものが、次のとおり含まれ

ております。

営業収益 4,547百万円

 

※２　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

広告宣伝費 56百万円

役員報酬 254百万円

給料手当 586百万円

賞与引当金繰入 154百万円

役員賞与引当金繰入 127百万円

退職給付費用 99百万円

役員退職慰労引当金繰入 44百万円

人材開発費 139百万円

賞与 226百万円

株式報酬費用 47百万円

業務委託料 411百万円

賃借料 164百万円

　 　
 

※２　営業費用のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。

広告宣伝費 135百万円

役員報酬 307百万円

給料手当 623百万円

賞与引当金繰入 146百万円

役員賞与引当金繰入 179百万円

退職給付費用 112百万円

役員退職慰労引当金繰入 54百万円

人材開発費 97百万円

賞与 195百万円

株式報酬費用 122百万円

業務委託料 569百万円

賃借料 392百万円

保守修繕費 193百万円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度(自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 382,276 2,282 192 384,366

　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　　　　782株

　　　連結子会社からの買受けによる増加　　　　　　　　　　　　　1,500株

　　減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　　　　　　192株

　

当事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株） 384,366 682 144 384,904

　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　　　　682株

　　減少数の主な内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　　　　　　144株

　

（リース取引関係）

該当事項はありません。

　

（有価証券関係）

　　前事業年度（平成21年３月31日）

　子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　　当事業年度（平成22年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式32,820百万円、関連会社株式123百万

円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりませ

ん。
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（税効果会計関係）

　
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(1) 流動資産

繰延税金資産 　

賞与引当金 62百万円

繰越欠損金 113百万円

その他有価証券評価差額金 4百万円

その他 3百万円

繰延税金資産合計 184百万円

繰延税金負債 　

　未収事業税 6百万円

繰延税金負債合計 6百万円

繰延税金資産の純額 178百万円

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(1) 流動資産

繰延税金資産 　

賞与引当金 62百万円

未払事業税 6百万円

その他 14百万円

繰延税金資産合計 83百万円

繰延税金負債 　

　その他有価証券評価差額金 6百万円

繰延税金負債合計 6百万円

繰延税金資産の純額 76百万円

 

(2) 固定資産

繰延税金資産 　

退職給付引当金 97百万円

投資有価証券評価損 13百万円

新株予約権 31百万円

その他有価証券評価差額金 7百万円

その他 3百万円

繰延税金資産合計 153百万円

 

(2) 固定資産

繰延税金資産 　

退職給付引当金 120百万円

新株予約権 53百万円

一括償却資産 15百万円

その他 8百万円

繰延税金資産合計 198百万円

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 26百万円

繰延税金負債合計 26百万円

繰延税金資産の純額 172百万円

 
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
法定実効税率 40.7％

　 　 (調整) 　

　受取配当金益金不算入 △43.7％

　交際費等損金不算入項目 0.4％

　役員賞与否認 3.6％

　住民税均等割 0.2％

　その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.3％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
法定実効税率 40.7％

　 　 (調整) 　

　受取配当金益金不算入 △45.2％

　交際費等損金不算入項目 0.8％

　役員賞与否認 6.9％

　新株予約権 2.7％

　住民税均等割 0.4％

　その他 2.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 8.3％

　

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 519.77円 526.24円

１株当たり当期純利益 25.00円 10.75円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

24.99円 10.74円

(注)　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度

(平成21年３月31日)
当事業年度

(平成22年３月31日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(百万円) 46,226 46,922

普通株式に係る純資産額(百万円) 46,069 46,642

差額の主な内訳（百万円） 　 　
　新株予約権 157 279

普通株式の発行済株式数（千株） 89,018 89,018

普通株式の自己株式数（千株） 384 384

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（千株）

88,634 88,633

２　１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前事業年度

(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

当事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(百万円) 2,215 952

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,215 952

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 88,612 88,634
当期純利益調整額(百万円) ― ―

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に
用いられた普通株式増加数の主要な内訳(千株)

　 　

　新株予約権 62 93

普通株式増加数(千株) 62 93

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式の概要

・平成15年６月20日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　 246千株
・平成16年６月22日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　 811千株
・平成17年６月23日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式 1,132千株
・平成19年６月21日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　 280千株
・平成19年12月17日取締
役会決議ストック・オプ
ション(新株予約権)
　　普通株式　  46千株
・平成20年６月20日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　 440千株

・平成15年６月20日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　205千株
・平成16年６月22日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　700千株
・平成17年６月23日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式  993千株
・平成19年６月21日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　280千株
・平成19年12月17日取締
役会決議ストック・オプ
ション(新株予約権)
　　普通株式　 35千株
・平成20年６月20日定時
株主総会決議ストック・
オプション(新株予約権)
　　普通株式　 400千株

・平成20年11月19日取締
役会決議ストック・オプ
ション(新株予約権)
　　普通株式　 77千株

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】
　

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

(投資有価証券) 　 　
　(その他有価証券) 　 　

　　㈱三菱UFJフィナンシャル・グループ 92,000 45

　　東京電力㈱ 20,800 51

　　㈱みずほフィナンシャルグループ 84,000 15

　　NECモバイリング㈱ 4,500 10

　　エレマテック㈱ 3,000 3

　　㈱ティー・ワイ・オー 8,000 0

　　㈱山田債権回収管理総合事務所 200 0

　その他有価証券計 212,500 126
投資有価証券計 212,500 126

計 212,500 126

　
【債券】

　
銘柄 券面総額(百万円) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券) 　 　

　(その他有価証券) 　 　

　　５年利付国債(第51回） 500 502

　　５年利付国債(第54回） 500 504

　　その他有価証券計 1,000 1,006

有価証券計 1,000 1,006

　 　 　

(投資有価証券) 　 　

　(その他有価証券) 　 　

　　BTM CURA.HLDG　円建永久劣後社債 1,000 1,000

　　５年利付国債(第60回） 500 507

　　５年利付国債(第63回） 500 510

　その他有価証券計 2,000 2,018

投資有価証券計 2,000 2,018

計 3,000 3,025
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【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円)

(有価証券) 　 　
　(その他有価証券) 　 　

　国際投信投資顧問 　 　

　　　国際MMF 304,057,064 304

　三菱UFJ投信 　 　

　　　中期国債ファンド 50,560,252 50

　野村アセット・マネジメント 　 　

　　　グローバル・ゲノム・オープン 5,000 31

　岡三アセット・マネジメント 　 　

　　　日本グロースオープン 50,010,000 16

　　その他有価証券計 404,632,316 402

　有価証券計 404,632,316 402

(投資有価証券) 　 　

　(その他有価証券) 　 　

　大和証券投資信託委託 　 　

　　　公社債投信(３月号) 200,000,000 200

　　　公社債投信(９月号) 100,000,000 100

　　　ダイワ・ジャパンオープン 10,000,000 4

　　　アクティブ・ニッポン(武蔵) 46,221,423 21
　ゴールドマン・サックス・
　アセット・マネジメント　ガリレオ 57,375,551 55
　ジャパンリアルエステイト投資法人 　 　

　　　投資証券 180 143

　オリックス不動産投資法人 　 　

　　　投資証券 190 80

　日本ビルファンド投資法人 　 　

　　　投資証券 93 74

　新光投信 　 　

　　　ブランドエクイティ 100,000,000 53

　スパークス・オーバーシーズ・リミテッド 　 　

　　　ソル　ジャパン　ファンド 5,000 56

　野村アセット・マネジメント 　 　

　　　ノムラ日本株戦略ファンド 100,000,000 51

　フィデリティ投信 　 　

　　　フィデリティ・ジャパン・オープン 40,000,000 32

　ニッセイ・アセット・マネジメント 　 　

　　　ニッセイ日本株オープン 30,000,000 14

　大和証券投資信託委託 　 　

　　　デジタル情報通信革命（０１０１） 43,791,110 15

　　　新世代成長株ファンド（ダイワ大輔） 47,917,415 22

　　投資信託受益証券(２銘柄) 60,684,667 35

　　その他有価証券計 835,995,629 963
　投資有価証券計 835,995,629 963

計 1,240,627,945 1,366

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

賞与引当金 154 153 147 6 153

役員賞与引当金 127 182 125 2 182

役員退職慰労引当金 611 54 ― ― 666

(注)　賞与引当金及び役員賞与引当金の「当期減少額（その他）」は、支給実績との差額の戻入によるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金 ―

預金 　

当座預金 0

普通預金 841

定期預金 1,200

別段預金 0

計 2,042

合計 2,042

　

②関係会社短期貸付金

関係会社名 金額(百万円)

駿河精機㈱ 1,900

㈱プロミクロス 220

計 2,120

　

③関係会社長期貸付金

関係会社名 金額(百万円)

駿河精機㈱ 6,950

計 6,950

　

④関係会社株式

関係会社名 金額(百万円)

㈱ミスミ 25,707

㈱プロミクロス 502

㈱マルチビッツ 123

駿河精機㈱ 6,537

MISUMI KOREA CORP. 72

MISUMI INDIA Pvt Ltd. 0

計 32,943

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
売渡し

　

　　取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって

電子公告を行うことができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。公告

掲載URL

http://www.misumi.co.jp/ir/

株主に対する特典 なし

（注）当会社の株主（実質株主を含む。以下同じ。）は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利

を行使することができない。

　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第
２項第２号の２（新株予約権の発行）の規定
に基づく臨時報告書

　
平成21年６月19日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　
(2)
 

有価証券報告書
及びその添付書類、確
認書

　事業年度  　 自　平成20年４月１日
　(第47期)　　 至　平成21年３月31日

　 平成21年６月19日
関東財務局長に提出。
 

　 　 　 　 　
(3)
 

内部統制報告書 　事業年度  　 自　平成20年４月１日
　(第47期)　　 至　平成21年３月31日

　 平成21年６月19日
関東財務局長に提出。
 

　 　 　 　 　
(4)臨時報告書の訂正

報告書
訂正報告書（上記(1)臨時報告書の訂正報告
書）

　 平成21年７月10日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　
(5)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府例第19条第

２項第２号の２（新株予約権の発行）の規定
に基づく臨時報告書

　 平成21年７月21日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　
(6)臨時報告書の訂正

報告書
訂正報告書（上記(5)臨時報告書の訂正報告
書）

　 平成21年８月11日
関東財務局長に提出

　 　 　 　 　
(7)四半期報告書

及びその確認書
　第１四半期　 自　平成21年４月１日　
　(第48期)　　 至　平成21年６月30日

　 平成21年８月12日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　
(8)四半期報告書

及びその確認書
　第２四半期　 自　平成21年７月１日　
　(第48期)　 　至　平成21年９月30日 　

平成21年11月13日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　
(9)四半期報告書

及びその確認書
　第３四半期 　自　平成21年10月１日
　(第48期)　 　至　平成21年12月31日 　

平成22年２月12日
関東財務局長に提出。

　 　 　 　 　

　

　

EDINET提出書類

株式会社　ミスミグループ本社(E02770)

有価証券報告書

117/124



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成21年６月18日

株式会社　ミスミグループ本社

取　　締　　役　　会　　御中

　

監査法人　トーマツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　川　　正　　行　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　塚　　　　　亨　　印

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ミスミグループ本社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ミスミグループ本社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ミスミグ

ループ本社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整

備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内

部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社ミスミグループ本社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　

平成22年６月17日

株式会社　ミスミグループ本社

取　　締　　役　　会　　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　川　　正　　行　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　早　稲　田　　　　宏　　印

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ミスミグループ本社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度

の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、株式会社ミスミグループ本社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ミスミグ

ループ本社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整

備及び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内

部統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、株式会社ミスミグループ本社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効で

あると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部

統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

　２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

　

平成21年６月18日

株式会社　ミスミグループ本社

取　　締　　役　　会　　御中

　

監査法人　トーマツ 　

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　川　　正　　行　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　塚　　　　　亨　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ミスミグループ本社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第47期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ミスミグループ本社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

株式会社　ミスミグループ本社(E02770)

有価証券報告書

123/124



独立監査人の監査報告書
　

　

平成22年６月17日

株式会社　ミスミグループ本社

取　　締　　役　　会　　御中

　

有限責任監査法人　トーマツ 　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　川　　正　　行　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　早　稲　田　　　　宏　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ミスミグループ本社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第48期事業年

度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ミスミグループ本社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の

経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

　２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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